
   

  

 
 

 

 

     

      

      

      

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

京都府議会 
文化・教育常任委員会 

活動報告書 

文化・教育常任委員会  

委 員 長 

副委員長 

副委員長 

委  員 

委  員 

委  員 

委  員

委  員

委  員

委  員 

委  員

委  員  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 井  斉 己 

四方源太郎 

菅 谷  寛 志 

村田 正治 

岸本 裕一 

中村 正孝 

本庄 孝夫 

浜田 良之 

成宮真理子 

酒井 常雄 

北川 剛司 

諸岡 美津 
 

平成28年 5月18日 



 

京都府議会文化・教育常任委員会活動報告書 目次 
 
 

Ⅰ 委員会の活動                 １ 

１ 委員会活動状況                                        ３ 
 
２ 調査に係る常任委員会の審議等の状況              

(1) 概要                        

(2) 重要課題調査のための委員会              

① 生徒減少期における府立高校の在り方について (H27.8.25) 

② 東京オリンピック・パラリンピックに向けた 

スポーツ振興策について ～府民幸福度の向上～ (H27.9.9) 

③ 子どもの貧困対策について 

～学校を子どもの貧困対策のプラットフォームに～ (H27.11.13) 

④ 京都府における私学教育の役割と今後のあり方について(H28.1.15) 

(3) 出前議会                                        
文化財の保護と活用について 

～貴重な文化遺産を後世に残し、 

日本文化を世界に発信するために～ (H28.2.12) 

(4) 管内外調査                                         

① 管内調査 (H27.7.16) 

京都府立農芸高等学校（南丹市） 

京都市立西京高等学校・同校附属中学校（京都市中京区） 

京都府立植物園（京都市左京区） 

② 管外調査 （H27.11.10～11.11） 

愛知県立大学（愛知県長久手市）  

名古屋大学教育学部附属中学校・高等学校（愛知県名古屋市） 

静岡県立大学（静岡県静岡市） 

一般社団法人静岡学習支援ネットワーク（静岡県静岡市） 

静岡県コンベンションアーツセンター（静岡県静岡市）  

③ 管外調査 （H28.1.19～1.21） 

川崎市立はるひ野小中学校（神奈川県川崎市）  

東京都立小石川中等教育学校（東京都文京区） 

三鷹市星と森と絵本の家（東京都三鷹市） 

東京国立博物館（東京都台東区）  

横浜市立東山田中学校（神奈川県横浜市） 

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校（神奈川県横浜市） 

Ⅱ 委員会活動のまとめ                        

附 参考資料                      
   文教常任委員会管内外調査実施状況（H24～） 

１ 

３ 

１ 

６０ 

９ 

９ 

 
１０ 

５８ 

８１ 

１０５ 



 

- 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 委員会の活動 Ⅰ 



 

- 2 - 

 



          

 

- 3 - 

1  委員会活動状況 

1 委員会活動状況 

時 期 活 動 議題・テーマ 

５    月 

H２７．５．２２ 
 
 

委 員 会 
 
 

■委員長の選任 
■副委員長の選任 
■副委員長の順位 

６   月 

H２7．６． 2  管 内 調 査 ○京都府立清明高等学校竣工式 

（行催事等委員会調査） 

H２７．６．１５ 
 
 

正副委員長会 
 
 

■出席要求理事者 
■確認事項 
■今後の委員会運営 

H２７．６．１５ 

 
委 員 会 

( 初 回 ) 

■出席要求理事者 

■確認事項 

■所管部局の事務事業概要等の聴取 

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・｢亀岡市都市計画公園及び京都スタジアム(仮称)の整備計画の策 

定にあたり考慮するべき基本方針(素案）」等について 

・京都スタジアム（仮称）整備事業京都府公共事業評価に係る第三 

者委員会の開催結果について 

■今後の委員会運営 

H２７．６．２９ 
 

正副委員長会 ■定例会中の委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 

H２７．７． １ 委員会及び予

算特別委員会 

分 科 会 

 (６定１日目) 

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・平成27年度アクションプランについて 

・京都府総合教育会議の設置について 

・京都府公立大学法人平成27年度年度計画について 

・包括外部監査結果に基づく措置状況について 

（教育委員会） 

・平成27年度アクションプランについて 

・「生徒減少期における府立高校の在り方検討会議（仮称）」の 

設置について 

・平成27年度全国高等学校総合体育大会の開催について 

・包括外部監査結果に基づく措置状況について 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 
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1  委員会活動状況 

７   月 

H２７. ７. 2   

 

委員会及び予

算特別委員会 

分 科 会 

 (６定２日目) 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営  

H２7．７．16 管 内 調 査 ■所管事項の調査 

○京都府立農芸高等学校 

・同校の概要について 

 ・施設視察 

○京都市立西京高等学校・同校附属中学校 

 ・同校の概要について 

 ・施設視察 

○京都府立植物園 

 ・北山文化環境ゾーンの整備について 

 ・現地視察（府立植物園、府立大学、新総合資料館(仮称）） 

８   月 

H２７.８.２５ 正副委員長会 ■本日の委員会運営 

■今後の委員会運営 

H２７.８.２５ 委 員 会 

（ 閉 会 中 ） 

■所管事項の調査 

・「生徒減少期における府立高校の在り方について」 

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・国際大会誘致等の取組状況について 

■今後の委員会運営 

9   月 

H２７. ９． ９ 正副委員長会 ■本日の委員会運営 

H２７. ９． ９ 委 員 会 

（ 閉 会 中 ） 

■所管事項の調査 

・「東京オリンピック・パラリンピックに向けたスポーツ振興策につ 

いて～府民幸福度の向上～」 

参考人：同志社大学スポーツ健康科学部・同大学院スポーツ健康        

科学研究科 教授 横山 勝彦 氏  

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・「京都文化フェア（仮称）2016-2020」基本構想中間案の公表

及びイベントアイデア募集等について 

H２７．９．２９ 
 

正副委員長会 ■定例会中の委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 
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1  委員会活動状況 

１0   月 

H２７．10．１ 委員会及び予

算特別委員会 

分 科 会 

 (９定１日目) 

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・平成27年度アクションプランの検討状況について 

・府民利用施設のあり方検証結果報告について 

・文化スポーツ部所管施設における施設活用団体の選定につい

て 

・第22回亀岡市都市計画公園及び京都スタジアム（仮称）に係

る環境保全専門家会議の開催結果について 

（教育委員会） 

・京都府教育振興プランの中間見直しについて 

・生徒減少期における府立高校の在り方について～より魅力あ

る高校教育の推進に向けて～ 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

H２７．10．２ 

 

 

委員会及び予

算特別委員会 

分 科 会 

 (９定２日目) 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営 

１１   月 

H２７．１１．１0 
～ 

Ｈ２７．１１．１１ 
 
 
 
 
 
 

管 外 調 査 

 

■所管事項の調査 

○愛知県立大学 

・魅力のある大学づくりについて 

・施設視察 

○名古屋大学教育学部附属中学校・高等学校 

・同校の概要について 

・施設視察 

○静岡県立大学 

・ムセイオン静岡の取組について 

・施設視察 

○一般社団法人静岡学習支援ネットワーク【於：静岡県立大学】 

・子どもの貧困対策への取組について 

○静岡県コンベンションアーツセンター（グランシップ） 

・同センターの文化振興の取組について 

・施設視察 

H２７．１１．１３ 正副委員長会 ■本日の委員会運営 
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1  委員会活動状況 

H２７．１１．１３ 委 員 会 

( 閉 会 中 ) 

 

■所管事項の調査 

・「子どもの貧困対策について～学校を子どもの貧困対策のプ

ラットフォームに～」           

参考人：立命館大学産業社会学部 教授 野田 正人 氏 

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・第23回亀岡市都市計画公園及び京都スタジアム（仮称）に 

係る環境保全専門家会議の開催結果について 

（教育委員会） 

・大麻による府立高校生の逮捕について 

１２   月 

H２７．１２．１０ 正副委員長会 ■定例会中の委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 

H２７．１２．１４ 委員会及び予

算特別委員会 

分 科 会 

 (１２定１日目) 

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・平成27年度アクションプランについて 

・国際大会誘致等の取組状況について 

・京都府総合教育会議の開催状況について 

（教育委員会） 

・京都府教育振興プランの中間見直し（最終案）について 

・「部活動の実態に関する調査」等の調査結果について 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

H２７．１２．１５ 委員会及び予

算特別委員会 

分 科 会 

 (１２定２日目) 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

■付託請願の審査 

■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営 

H２７．１２．２０ 管 内 調 査 ○第４回全国高校生伝統文化フェスティバル 

（行催事等委員会調査） 

１    月 

H２８. １．１５ 正副委員長会 ■本日の委員会運営 

■今後の委員会運営 

H２８. １．１５ 委 員 会 

（ 閉 会 中 ） 

■所管事項の調査 

・「京都府における私学教育の役割と今後のあり方について」 

参考人：京都府私立中学高等学校連合会 

会長 山本 綱義 氏 

事務局長 室 保次 氏  

■今後の委員会運営 
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1  委員会活動状況 

H２８．１．１９ 

～ 

H２８．１．２１ 

 

管 外 調 査 

 

■所管事項の調査 

○川崎市立はるひ野小中学校 

  ・小中一貫教育に適した学校施設について 

 ・施設視察 

○東京都立小石川中等教育学校 

  ・同校の概要について 

 ・施設視察 

○三鷹市星と森と絵本の家 

・子どもたちが豊かに成長する地域文化創造のための取組につ 

いて 

 ・施設視察 

○東京国立博物館 

・同博物館の概要について 

 ・施設視察 

○横浜市立東山田中学校 

・学校と地域をむすぶ取組について 

  ・施設視察 

○横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校 

・サイエンスエリートを育成するための取組について 

  ・施設視察 

２    月 

H２８．２． ９  管 内 調 査 ○第34回京都府文化賞懇談会 

（行催事等委員会調査） 

H２８．２．１２ 出前議会 ○仁和寺 御室会館 

・文化財の保護と活用について～貴重な文化遺産を後世に残 

し、日本文化を世界に発信するために～ 

H２８．２．１７ 正副委員長会 

（予算特別委員

会分科会） 

■本日の分科会運営 

H２８．２．１７ 予 算特別委 

員 会分科会 

( ２定１日目 ) 

■審査依頼議案（質疑終結まで） 

H２８．２．２４ 予 算特別委 

員 会分科会 

 (２定２日目) 

■審査依頼議案（適否確認） 

 

３    月 

H２８．３． ８ 

 

正副委員長会 ■定例会中の委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 
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1  委員会活動状況 

H２８．３． ９ 

 
 
 

委員会及び予

算特別委員会

分 科 会 

( ２定１日目 ) 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

 

H２８．３．１７ 
 
 
 
 
 

委 員 会 

( ２定２日目 ) 

■報告事項の聴取 

（文化スポーツ部） 

・北山文化環境ゾーン未来構想委員会について 

・「京都文化フェア（仮称）2016-2020」基本構想最終案等に 

ついて 

・国際大会誘致等の取組状況について 

・第24回～第26回亀岡市都市計画公園及び京都スタジアム（仮 

称）に係る環境保全専門家会議の開催結果について 

 ・京都府総合教育会議の開催状況について 

（教育委員会） 

・京都府立図書館サービス計画について 

・生徒減少期における地域別の府立高校の在り方検討について 

・高校生等の大麻所持に係る逮捕事案について 

 ・教科書発行者による教員への検定申請本の閲覧等に係る京都 

府の状況について 

■付託議案（討論・採決） 

■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営 

4    月 

H２８．４． ６ 管 内 調 査 ○平成28年度京都府立大学入学式（行催事等委員会調査） 

H２８．４． ７ 管 内 調 査 ○平成28年度京都府立医科大学入学式（行催事等委員会調査） 

H２８．４．１９ 正副委員長会  ■本日の委員会運営 

H２８．４．１９ 
 

委 員 会 
( 閉 会 中 ) 

■報告事項の聴取 

■所管事項の質問 

5    月  

H２８．５．１７ 正副委員長会  ■臨時会中の委員会運営 

H２８．５．１８ 委 員 会 
( ５ 臨 ) 

■報告事項の聴取 

■委員会活動のまとめ 
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2  調査に係る常任委員会の審議等の状況 

2  調査に係る常任委員会の審議等の状況 

(1) 概 要 

 

本委員会は、文化スポーツ部の所管並びに京都府教育委員会の所管及びそれに関連

する事項を所管している。主な所管事項は次表のとおりである。 

 

部局名 主な所管事項 

文化スポーツ部 

（知事部局） 

文化、芸術、生涯学習、スポーツ、私学、府大学、大学政

策 

教育委員会 

（知事部局以外） 

学校教育、特別支援教育、保健体育、社会教育、文化財保

護 

参照：京都府「平成 27 年度運営目標」 http://www.pref.kyoto.jp/unei/index.html 

 

  京都府議会の各常任委員会では、年４回の定例会において、条例案や予算案など

の審査を行うほか、議会の閉会中に委員会を毎月開催して、府政の重要課題につい

て、テーマを設けて集中的に審議したり、京都府内や他府県に赴いて調査を行った

りしている。 

今期の文化・教育常任委員会の閉会中の調査活動では、所管事項に関するテーマに

ついての議論を深めるため、様々な取組を行った。 

閉会中の常任委員会においては、参考人制度を積極的に活用して、学識経験者をは

じめとする専門的知見を有する方の意見を聴取し、テーマに関する意見交換を行った。 

また、出前議会を開催し、府民の皆様の様々な意見や思いを的確に把握し、府政の

推進に活かすために、文化財保護の各分野で活動されている皆様と意見交換を行った。 

管内調査では、京都府の施策が実施されている現場や学校、京都市立の学校などを

訪問し、府の事業担当者、学校関係者等から、事業内容等の説明を聴取するとともに、

施設視察を行った。 

そして、管外調査では、先進事例や京都府と共通する課題に対して、他の自治体や

関係団体等がどのように対応しているのか、もしくは対応しようとしているのかを調

査した。 
 

http://www.pref.kyoto.jp/unei/index.html
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(2) 重要課題調査のための委員会 
 

①  生徒減少期における府立高校の在り方について 

   (平成 27 年８月 25 日（火）開催) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■開催概要 

京都府では、少子化に伴う中学校卒業生徒数の減少が見込まれる中、まち・ひと・

しごと創生を担う魅力ある高校教育を推進するため、平成 27 年７月、「生徒減少期

における府立高校の在り方検討会議」を設置し、府立高校の在り方・活性化につい

て検討することとされている。 

こうしたことを踏まえ、文化・教育常任委員会では、生徒減少期における府立高

校の在り方について、理事者から現状等に係る説明を聴取し、課題や今後の対策等

について、議論を行った。 

 

■運営 

 理事者説明 

 生徒減少期における府立高校の在り方について 

 質疑応答・意見交換等 

 

■出席理事者等 

 理事者 

教育庁 

教育次長兼学校危機管理監、指導部長、高校教育課長、高校教育課高校改革

担当課長、京都府立網野高等学校長 
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 理事者説明 
理事者説明資料(抜粋) 
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② 東京オリンピック・パラリンピックに向けたスポーツ振興策について 

～府民幸福度の向上～ 

                                                (平成 27 年９月９日（水）開催) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 理事者説明 

■開催概要 

京都府においては、「スポーツ王国・京都」を目指し、京都トレーニングセンター

（仮称）、専用球技場などスポーツ施設の整備を進めるとともに、2020 年東京オリ

ンピック・パラリンピック等の大規模国際大会に合わせて、国際大会の試合・練習

会場、合宿地の誘致等を進め、府全体のスポーツの充実・底上げを図ることとして

いる。 

一方、平成 23 年８月、スポーツ基本法が施行され、国においてもスポーツ立国の

実現を目指し、国家戦略として位置付けられ、東京オリンピック・パラリンピック

の開催を控え、本年 10 月 1 日には、スポーツ庁の設置が予定されている。 

こうしたことを踏まえ、文化・教育常任委員会に参考人を招致し、東京オリンピ

ック・パラリンピックの開催を控え、今後のスポーツ振興策、スポーツ施設のあり

方等について、説明を聴取するとともに、京都府における課題や今後の対策等につ

いて、議論を行った。 

■運営 

 理事者説明 

・オリンピック・パラリンピックに向けた京都府のスポーツ施策について 

 参考人説明 

・東京オリンピック・パラリンピックに向けたスポーツ振興策について 

～府民幸福度の向上～ 

 質疑応答・意見交換等 

 

■出席理事者等 

 参考人 

同志社大学スポーツ健康科学部・同大学院スポーツ健康科学研究科 

教授  横山 勝彦 氏 

 理事者 

文化スポーツ部長、副部長（スポーツ担当）、理事（文化・スポーツ施設整備担

当）（スポーツ施設整備課長事務取扱）、文化スポーツ総務課長、スポーツ振興課

長、スポーツ振興課国際大会等誘致担当課長、スポーツ施設整備課施設整備担当

課長、教育庁指導部保健体育課長 
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 参考人説明 理事者説明資料(抜粋) 
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 参考人説明 

 同志社大学スポーツ健康科学部・同大学院スポーツ健康科学研究科 

教授  横山 勝彦 氏 

 横山参考人 説明資料(抜粋) 
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③ 子どもの貧困対策について 

～学校を子どもの貧困対策のプラットフォームに～ 

                                                 (平成27年11月13日（金）開催) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■開催概要 

平成 27 年３月、京都府では、「京都府子どもの貧困対策推進計画」を策定し、こ

れまでの社会保障という観点に子どもの貧困対策という視点も取り入れ、すべての

子どもが生まれ育つ環境に左右されることなく、その将来に夢や希望を持って成長

していける社会の実現に向けた教育の支援、生活の支援、経済的支援等の施策を、

教育・福祉・労働等の各機関が協働して総合的・効果的に推進することとしている。 

とりわけ、学校を子どもの貧困対策のプラットフォームとして位置づけ、子ども

の成長・発達段階に応じた、切れ目のない生活・学習支援を府・市町村はもとより、

保育所・幼稚園、学校、施設、ＮＰＯ等地域団体、ボランティアなどが連携・協働

する、社会全体の取組として推進することを基本的視点としている。 

こうしたことを踏まえ、文化・教育常任委員会に参考人を招致し、教育分野にお

ける子どもの貧困対策について、説明を聴取するとともに、課題や今後の対策等に

ついて、議論を行った。 

■運営 

 理事者説明 

 子どもの貧困対策（教育関係）に係る取組状況について 

 

 参考人説明 

 子どもの貧困対策について 

～学校を子どもの貧困対策のプラットフォームに～ 

 質疑応答・意見交換等 

■出席理事者 

教育庁指導部長、指導部教育企画監、学校教育課長、学校教育課学力・生徒指 

導担当課長、学校教育課人権教育室長、社会教育課長、社会教育課地域連携・ 

図書館担当課長、文化スポーツ部文教課長 
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 理事者説明 

 

  

 

 

  

教育委員会説明資料(抜粋) 
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 参考人説明 

 立命館大学産業社会学部 

 教授 野田 正人 氏 

 

 

   

野田参考人 説明資料(抜粋) 
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④ 京都府における私学教育の役割と今後のあり方について 

                                                (平成 28 年１月 15 日（金）開催) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■開催概要 

京都府の私立学校は、各校の建学の精神に立脚し、新しい時代に対応する特色あ

る教育を積極的に展開するなど、本府の公教育の発展に大きく寄与している。我が

国の教育の将来を考えるとき、公私あいまっての教育体制が維持されてこそ、教育

水準の向上と公教育の健全な発展が可能となり、個性化及び多様化が求められる時

代にあって、将来を担う人材の育成という要請にも応えうるものであり、私学教育

は公教育の重要な一翼を担っている。 

こうしたことを踏まえ、文化・教育常任委員会に参考人を招致し、京都府におけ

る私学の役割等について、説明を聴取するとともに、課題や今後のあり方等につい

て、議論を行った。 

■運営 

 理事者説明 

・ 京都府の私学の現状と府の支援策・課題について   

 参考人説明 

・ 京都府における私学教育の役割と今後のあり方について 

 質疑応答・意見交換等 

 

■出席理事者等 

 参考人 

・京都府私立中学高等学校連合会会長 

 学校法人京都精華学園理事長 山本 綱義（やまもと つなよし）氏 

・京都府私立中学高等学校連合会事務局長 室 保次（むろ やすじ）氏 

 理事者 

文化スポーツ部長、副部長（スポーツ担当）、文化スポーツ総務課長、文教課長 
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 理事者説明 

  
理事者説明資料（抜粋） 
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 参考人説明 

 京都府私立中学高等学校連合会会長 

学校法人京都精華学園理事長 山本 綱義 氏 

 京都府私立中学高等学校連合会事務局長 室 保次 氏 

 
 

  

参考人説明資料(抜粋) 
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2  調査に係る常任委員会の審議等の状況 

(3) 出 前 議 会 

 

文化財の保護と活用について 

～貴重な文化遺産を後世に残し、日本文化を世界に発信するために～ 

 

  

平成 28 年２月 12 日（金）14:15～15:55 

（仁和寺 御室会館 地階 会議室（京都市右京区御室大内 33）） 

 

  

■文化・教育常任委員会 

委 員 長  平井 斉己 

副委員長  四方源太郎、菅谷 寛志 

委  員  村田 正治、岸本 裕一、中村 正孝、本庄 孝夫、浜田 良之 

成宮真理子、酒井 常雄、北川 剛司 
 
■出席者 

京都府文化財所有者等連絡協議会 副会長 代理 

仁和寺執行・真言宗御室派財務部長         大石 隆淳 

文友会 会長                    千田日出雄 

公益財団法人京都古文化保存協会 常務理事・事務局長 後藤由美子 

京都の文化財を守る会 会長             明石  忠 

社寺建造物美術協議会 会長             荒木かおり 

一般社団法人国宝修理装潢師連盟 理事長       坂田 雅之 

文化財を守り伝える京都府基金の寄附者 

株式会社澤吉 代表取締役社長           澤田 明広 
 
■京都府 

文化スポーツ部文化政策課長             田中 圭一 

    〃   文化政策課文化財・資料保全担当課長  平井 俊行 

 教育庁指導部理事文化財保護課長事務取扱       磯野 浩光 

    〃  文化財保護課建造物担当課長       鶴岡 典慶 
 
■地元議員 

二之湯真士、加味根史朗、島田敬子、 

岡本和德 

  

テーマ 
 

参加者 
 

日 時（場 所） 
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文化財保護の分野で活動されている方々の取組

状況等について、各委員と意見交換を行った。 

  

京都府内には、歴史的建造物など数多くの貴重な文化財がある。文化財は、京都の歴

史や文化を理解する上でも、また新しい京都の文化を創造していく上でも、大変重要な

価値を持っている。京都の文化財を守り、後世に伝えていくことは、京都府民の責務で

あるとともに、これらを新しい文化の創造と発展のための礎として有効に活用すること

は、これからの社会においてますます大切になってきている。 

今回の出前議会では、こうした状況を踏まえ、文化財保護関係者から文化財保護に係

る日頃の取組や御意見を伺い、意見交換を行った。 
 

 
   

 文化財建造物の修理に必須になっている木材

や材料の安定的な確保が必要であるが、国宝・

重要文化財クラスの文化財建造物の修復に適す

る樹齢の木材は近年、減少傾向である。このよ

うな資源の確保を長期的な視野で見据えていた

だきたい。 
 
 多くの文化財を残していく上で、様々な職種

が必要であり、文化財保存修理に関する体験コ

ーナー等で、小中学生や高校生、保護者の方に

見て、触れてもらい、将来の職業を考える際に

一人でも多く、我々とともに歩む若い方が来ていただければ非常にありがたいと思う。 
 
 文化財というと、京都以外から来られる人は、有名な観光寺院に行きがちであるが、
京都にはまだまだ多くの知られていない大切な文化財があり、いろいろな事情で、公開
をしたくてもできないというお寺はたくさんある。 

 
 主に精神的なものに訴えて保護活動をという思いで活動しており、最近、観光客が増
加したが、その観光客に気づいていただけることができればと思っている。 

 
 文化財の修理の中では、同質・同素材の、なるべく国産のものを使っている。漆の産
業も守る、そしてまた漆の技術も守っていくということも文化財修理の一つの責務では
ないかということで、今、この方向で進められている。 

 
 文化財修理は、経験と知識、材料、そして確かな技術があって、はじめて実現する。 

 
 文化財修理の課題の１つは資金の不足であり、文化財修理の費用は大変高額になるた

め、自己負担ができない所有者の方は、修理を諦めるしかないという結果になる。補助

金があっても、なかなか修理にたどり着けないという所有者がおられる現実がある。 
 
 京都における文化財の修理は、伝統だけではなく高い専門性と常に絶え間ない模索、

努力によって支えられており、新たな製品をつくり出す伝統産業とは異なる。 
 
 近年、材料や道具をつくる職人の高齢化や後継者不足ということが言われており、こ

ういった方々の支えがなくなると、文化財修理は成り立たない。 
 
 文化財を守るのは、事業に従事されている方だけではなく、府民一人一人の文化財に

対する理解と理解し合う心が肝要であり、文化財と共存共栄することが、我々府民に課

せられたこれからの課題である。 

概 要 
 

参加者からの主な意見 
 



 (5) 管内外調査 
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2  調査に係る常任委員会の審議等の状況 

 (5) 管内外調査 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  管内調査 (平成 27 年７月 16 日（木）) 

 

 京都府立農芸高等学校（南丹市） 

同校の概要について 

 京都市立西京高等学校・同校附属中学校（京都市中京区） 

同校の概要について 

 京都府立植物園（京都市左京区） 

北山文化環境ゾーンの整備について 

② 管外調査 （平成 27 年 11 月 10 日（火）～11 日（水）） 

 

 愛知県立大学（愛知県長久手市） 

魅力のある大学づくりについて 

 名古屋大学教育学部附属中学校・高等学校 （愛知県名古屋市） 

同校の概要について 

 静岡県立大学（静岡県静岡市） 

ムセイオン静岡の取組について 

 一般社団法人静岡学習支援ネットワーク（静岡県静岡市） 

子どもの貧困対策への取組について 

 静岡県コンベンションアーツセンター（グランシップ）（静岡県静岡市） 

同センターの文化振興の取組について 

③ 管外調査 （平成 28 年１月 19 日（火）～21 日（木）） 

 

 川崎市立はるひ野小中学校（神奈川県川崎市） 

小中一貫教育に適した学校施設について 

 東京都立小石川中等教育学校（東京都文京区） 

同校の概要について 

 三鷹市星と森と絵本の家（東京都三鷹市） 

子どもたちが豊かに成長する地域文化創造のための取組について 

 東京国立博物館（東京都台東区） 

同博物館の概要について 

 横浜市立東山田中学校（東山田中学校コミュニティハウス）（神奈川県横浜市） 

学校と地域をむすぶ取組について 

 横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校（神奈川県横浜市） 

サイエンスエリートを育成するための取組について 
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関係者から概要等について説明を受けた。 

①  管内調査  

                           (平成 27 年７月 16 日（木）） 

 

 
 

◆同校の概要について 

京都府立農芸高等学校は、昭和 58 年、府立園部高等学校船南分校と府立亀岡高等学校

農業科、農業土木科との統合により、京都府農業教育の中核を担う単独制農業高校とし

て創設された。現在、同校には、農産バイオ科と環境緑地科の２科に８コースが設置さ

れている。 

農芸高校が目指す学びは、教室での講義、圃

場での実習・演習、農業クラブなどの専門部活

動や校外学習という学習の部門と、それを支え

るために、寮での集団生活により基本的な生活

習慣を確立する寮教育の２本柱で展開されてい

る。 

１年生は、農業学科群で全ての生徒が同じ学

習を行い、幅広い知識や技術を身につけていく

とともに、「学び直し」を取り入れ、基礎学力の

向上を目指し、２年生からは、各学科・コースに分かれて学ぶ。 

農産バイオ科には６コースある。作物コースでは、安全で安定した食の生産・流通に

ついて学んでいる。イタリア品種のナスを農芸オリジナルブランド「京しずく」として

商品開発し、高級品として流通させる取組もしているとのことである。草花コースは、

草花の生産や装飾技術について学び、室内園芸装飾技能士などの資格取得にも取り組ん

でいる。植物バイオコースでは、宿根草を主たる学習対象として、その能力の向上や効

率的な利用について研究している。動物バイオコースは、学習の大きな目標を「優良子

牛の生産」として、２年生では実験動物を使い実験の基礎知識・技術を習得し、３年生

では学んだ知識・技術を利用して、卵の切断二分離やウシの体外受精などへ学習を発展

させており、家畜や実験動物の管理、飼料作物の栽培など実習も行っている。畜産コー

スでは、家畜の生産・管理・流通を学ぶ。乳用牛・肉用牛・卵用鶏を教材として学習し、

実習では、経営上重要な家畜の飼料作物栽培や畜舎清掃などの管理作業を行う。動物バ

イオコースと畜産コースでは、寮生活を送る生徒は、朝６時から早朝実習も行っている

とのことである。野菜コースは、有用な花粉媒介昆虫を使用した地球環境に優しい農業

を目指し、温室を活用して養液栽培の技術を学習している。 

環境緑地科には２コースある。農業土木コースでは、用排水施設の整備や圃場整備に

関する専門的な知識や技術を身に付け、社会で活躍できることを目的に学ぶ。造園コー

スは、住宅庭園だけでなく、各種公園はもちろん都市計画や総合的な土地利用に至るま

で、国土全体の景観保全と整備に関する、計画・施工・管理の３分野を科学的、造形的

な内容を含めて学習し、京都の造園技術を継承していくことができるように頑張ってい

京都府立農芸高等学校（南丹市） 
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説明を受けた後、施設を視察した。 

関係者から概要説明を受けた。 

るとのことである。 

農芸高校のもう一つの柱は、寮教育である。同

校に入学した男子生徒は、船南寮で１年間の全寮

制教育を受け、寮生活を通じて、基本的生活習慣

やルール、マナーを学び、社会人基礎力を養成す

るとともに、集団生活を通して、自主性・協調性

の育成を目指している。 

農芸高校としては、今後とも、近代的な農業の

発展に貢献できる実践力、強い責任感と精神力を

持った人材の育成を目指していきたいとのことであ

った。 

 

【主な質疑】 

 進路状況について 

 就職後の定着率について 

 寮生活について 

 バイオマス分野への対応について 

 卒業生の就農状況について 

 専門スタッフの確保及び養成について  など 

 

 

 
 
◆同校の概要について 

京都市立西京高等学校は、明治 19 年５月、京都府商業学校として創立され、129 年の

歴史を有している。その間、京都市立第一商業学校、同市立西京商業高等学校などを経

て、同校は、平成 15 年４月、校舎の全面改築に併せ、現在の校名に改称し、全国唯一

の専門学科「エンタープライジング科」を開設した。更に、同 16 年 4 月、西京高等学

校附属中学校を開校し、併設型中高一貫教育を導入した。同校は、京都市立では、唯一

の中高一貫教育校である。 

教育理念は、進取・敢為・独創（総称して「エ

ンタープライジングスピリッツ」という。）の

校是のもと、「社会人力」を育成し、将来その

力を十分に発揮し、社会に貢献し、活躍できる

グローバルリーダーを育てることである。 

社会人力とは、深い知の世界に興味を持ち続

け、他者を理解することを尊重し、社会に参画

できる力を意味し、その社会人力を身に付ける

ため、同校では、「３つのＣ（コンピテンシー）」

 京都市立西京高等学校・同校附属中学校（京都市中京区） 
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説明後、校内の施設を視察した。 

という目標を掲げているとのことである。 

１つ目は、コミュニケーション（Communication）である。これは、人と繋がる力で

あり、自己と他者を繋ぎ相互に理解し合うコミュニケーション力を鍛えるもので、英語

や情報の独自専門科目が設置されており、英語の運用や ICT 活用を学ぶ。２つ目は、コ

ラボレーション（Collaboration）である。これは、社会と関わる力で、他者と協働し

て知恵と技能を結集し、ともに課題解決するためのコラボレーション力を築こうとする

ものである。企業の協力を得て、グループワークを通じて課題を解決していくアイデア

企画演習という取組（中学３年又は高校１年）を行っているとのことである。３つ目は、

チャレンジ（Challenge）である。これは、知と向き合う力で、夢を実現するために、

深い知の世界にチャレンジし続ける気概を育て

るものである。 

こうしたことを踏まえ、自分の言葉で自分の

考えを発信する訓練を学校の授業レベルで実施

し、海外フィールドワークや新たなグローバル人

材育成プログラムとして、エンタープライズトッ

プリーダー研修を実施している。また、授業中心

主義の「SAIKYO 学習プログラム」を実施し、学

習室は、朝７時 30 分から放課後７時 30 分まで解

放したり、同校 OB の大学生などが質問対応する

チューター制度を設けるなど、進路実現を強力にサポートしているとのことである。 

同校は、このように、中高一貫教育の特性を生かした独自のカリキュラムの下で様々

な教育実践を行い、その成果を全市立学校に還元し、市立学校全体の活性化を図ってい

くことが使命だと考えているとのことであった。 

西京高校としては、今後も、高校教育改革の新たな方向性を目指して更に取り組みを

進めるとともに、真のグローバル人材の育成やチャレンジ精神を養成できる教育を実践

していきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

 教員の中学校・高校間の相互派遣について 

 京都市立堀川高校との比較について 

 プレゼンテーション能力向上の成功事例について 

 他の京都市立学校への還元について 

 内部進学者と外部入学者の相違点について 

 西京高校・同校附属中学校の使命について  など 

 

 

 

 
 
◆北山文化環境ゾーンの整備について 

京都府立植物園（京都市左京区） 
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説明後、府立植物園「絶滅危惧植物保全
温室」などを視察した。 

関係者から概要説明を受けた。 

京都北山エリアは、鴨川をはじめ豊かな自然景観を有し、府立植物園、府立大学、府

立総合資料館、京都コンサートホールなど文化学術機能が集積している地域である。京

都府では、北山地域が京都の文化・環境・学術を世界に発信する拠点となるように、平

成２１年に北山文化環境ゾーン整備推進委員会で提案された街区構想や北山文化環境

ゾーン整備委員会での検討を踏まえ、１つに、府立大学、府立医科大学、京都工芸繊維

大学の教養教育共同化施設が整備された。現在は、

学術、国際的交流と情報発信機能をもつ府立総合

資料館と府立大学が連携する新総合資料館（仮称）

や府立植物園の魅力ある施設整備が進められて

いる。 

北山文化環境ゾーンは、総面積が３８万㎡あり、

その６割に当たる 24 万㎡を府立植物園が占めて

いる。同植物園は、大正 13 年１月、日本の総合

植物園の先駆けとして開園して以来、昨年、90

周年を迎え、多くの府民の憩いの場として長年愛

されてきた。この間、保有する植物は１万２千種、12 万株を植栽するまでに至っている。

しかしながら、社会経済環境の変化に伴い、府民の植物園に対するニーズも多様化して

おり、これに対応するため、平成 21 年度に植物園の魅力あふれる施設整備計画が策定

され、これに基づき計画的な整備が進められている。平成 27 年６月には、絶滅危惧植

物の育成・保全を目的に、絶滅危惧植物保全温室がバックヤードに完成し、環境省のレ

ッドリスト「絶滅のおそれのある種」のうち、今後新たに栽培する種を含め、目標とし

ては 500 種の栽培を目指しており、250 種程度を既に栽培しているとのことである。ま

た、同施設は、バックヤード施設にあることから、自由に温室内部を一般の方に観覧し

てもらうことは困難であり、一般観覧エリアから柵越しに絶滅危惧種の栽培状況や様子

をご覧いただき、時期によりファンクラブ組織によるバックヤードツアーの中で温室内

部の観覧も検討しており、全国でも有数の絶滅危惧種保全の植物園での取組を見て、知

っていただきたいとのことであった。 

一方、府立大学は、開学 120 年の節目を迎え

た。平成 20 年に法人化され、学部、大学院の再

編を経て、現在、文学部、公共政策学部、生命

環境学部の３学部、文学研究科、公共政策学研

究科、生命環境科学研究科の３つの大学院で総

合的な大学運営を行っている。同大学は、下鴨

キャンパスと精華町にある産学公連携の拠点施

設と附属農場を合わせた精華キャンパスの２つ

で構成されているが、今後、この２つの機能分

担について検討を進めるとともに、北山文化環

境ゾーンにふさわしい更に魅力のある大学を目指して、和食文化の高等教育機関の設置

に向けた取組や新総合資料館に設置を予定している国際京都学センターとの連携によ
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り、京都学の研究など取組を進めることにしているとのことである。 

新総合資料館（仮称）については、現在の総合資料館と府立大学の文学部及び附属図

書館を合築整備し、総合資料館と同大学附属図書館のワンフロアー化による府民への図

書資料サービスの提供、また、京都の風土・歴史・文化に関する研究を総合的に行い、

府民をはじめ広く国内外にその成果、情報を発信する国際京都学センターの設置、国宝

であり世界記憶遺産に推薦された「東寺百合文書」や重要文化財「京都府行政文書」な

ど総合資料館の所蔵する貴重な資料等を幅広く展示する展示室の設置など、北山文化環

境ゾーンの代表的な建物となるよう、整備を進めているとのことである。 

府としては、今後とも、北山文化環境ゾーンが、京都の学術・文化の拠点、府民交流

の拠点となるよう整備を進めたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

 新総合資料館（仮称）の建築事業費の内訳について 

 府内出身者の入学枠について 

 入学者における出身高校の最近の傾向について 

 北山文化環境ゾーンにおけるインテリジェンスの共有について 

 北山文化環境ゾーンの面的な捉え方について 

 大学施設の老朽化について  など 
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関係者から調査事項の説明を聴取 

② 管外調査 

（平成 27 年 11 月 10 日（火）～11 日（水）） 

 

 
 

◆魅力ある大学づくりについて 

愛知県立大学は、2009 年４月に当時の愛知県立大学と愛知県立看護大学を統合し、「豊

かな人間性と高い知性を備え、かつ、国際性、創造性及び実践力に富む有為な人材を育

成する」ことを目指した新愛知県立大学としてスタートされた。現在は、長久手キャン

パスと守山キャンパスと合わせて５学部 10学科と大学院４研究科から構成されている。 

愛知県立大学は、次の３つを設立の理念に掲

げられている。一つ目は、21 世紀の「知識基礎

社会」において、教員と学生が相互に啓発し合

いながら「知の拠点」を目指す。二つ目は、「地

方分権の時代」における公立の大学として、良

質の研究とそれに裏付けされた良質の教育を行

い、その成果を社会に還元する。三つ目は、「成

熟した共生社会」の実現を目指して、教育研究

と地域連携を進める。となっている。 

愛知県立大学の魅力と特色は、すべての学生

が少人数のゼミナールに所属し、教員と学生の

距離が近いアットホームな環境の中で専門知識を深め、豊かな人間性が育まれている。

また、１学年の専任教員１人に対する学生数は約４人で、全体では教員１人あたりの学

生数は約 15 人の少人数教育を実施されている。 

語学教育においては、クラスは理想的な少人数編成となっており、ネイティブスピー

カーの外国語教員を中心とした指導陣が、リスニングとスピーキング力の強化に力を注

ぎ、対話形式を取り入れた徹底指導が行われている。 

2014 年４月には、外国語学習支援スペース・iCotoba（多言語学習センター）をオー

プンされ、同施設には、英語、フランス語、スペイン語、ドイツ語、中国語のネイティ

ブ教員が常駐し、語学授業以外にも、ハロウィーンや春節など、留学生との交流イベン

トや２日間は外国語だけで過ごすというイマージョン合宿など、異文化に親しむイベン

トが数多く開催されている。  

また、外国語学部では、2013 年４月に「グローバル人材プログラム」をスタートされ、

学部の 60％以上の学生が、在学中に海外協定大学へ単位認定を伴う１ヵ月程度から１年

の留学を行っています。留学前から留学中、留学後のプロセスを、グローバル人材を育

てる一貫した発展的教育課程としてとらえ、各段階で必要な能力を育てる体系的なプロ

グラムを実施されています。帰国後は、地元の企業や自治体、ＮＰＯ／ＮＧＯ、海外協

定大学等と連携したフォローアップ・プログラム（インターンシップ、国際学生共同プ

ロジェクト等）が行われています。グローバル人材プログラムの目標レベルは、英語が

愛知県立大学（愛知県長久手市） 
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情報科学部のロボットサッカーを視察 

SSH の概要について説明を聴取 

専攻外国語の場合は TOEIC800 点以上、第２外国語が英語の場合は TOEIC730 点以上とさ

れている。 

また、専門知識だけでなく、幅広い教養、コミュ

ニケーション力等を身につけるため、全学部学生に

開かれた多様な教養教育科目が用意されているこ

とも特色の一つとなっているとのことであった。 

また、同大学においては、学生のみなさんが自分

から問題を発見し、探求し、解決策を考える力、自

分から他者に働きかける力をつけてほしいとの願

いを込めて、学生グループの自主企画研究を支援さ

れており、１プロジェクトに対し 30 万円の助成金

を交付されている。 

同大学は、「良質の研究に基づく良質の教育」をモットーとして、グローバル社会に

必要な幅広い教養を身につけた人材を育成していきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

 教員の人数及び非常勤職員について 

 カリキュラムについて 

 外国語学部の TOEIC の状況について 

 留学生の状況について 

 ロボットの制作費等について  など 

 

 

ｆ 

 
 
◆同校の概要について  

名古屋大学教育学部附属中・高等学校は、国立大学の附属学校としては唯一の併設型

中高一貫教育校で、中学から入学した生徒は引き続き高校に進むことができ、高校から

も学力試験で入学することができる。 

教育方針は、①自由と自主を尊重し、個性と

能力の伸長を目指す。②こころ豊かで主体性のあ

る人間形成を目的とする。③確かな基礎学力とそ

れぞれの生き方をつかませ、自立できる力を育て

る。となっている。 

同校は、中学で２クラス、高校では１クラス

を加えた３クラスという、小規模な学校で充実し

た個別指導が可能となっている。 

同校の特色としては、2006 年度からスーパー

サイエンスハイスクール(SSH)の指定を受けており、2011 年度より２期目の継続指定を

名古屋大学教育学部附属中学校・高等学校（愛知県名古屋市） 
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同校の概要について説明を聴取 

同校の施設を視察 

受けられている。 

文部科学省が推進する SSH は、2002 年度より開

始されたプロジェクトで、将来の国際的な科学技

術関係人材を育成するために、先進的な理数系教

育を実施する高等学校がSSHとして指定されてい

る。 

SSH の概要は、まず、中学２・３年が対象のＳ

ＬＰⅠ（サイエンス･リテラシー・プロジェクト

Ⅰ）で、５つの講座から１年間に２講座（半期ず

つ）を必ず学び、自分の興味のある教科を探す。

高校１・２年が対象のＳＬＰⅡでは、大学での専門的な学びにつながるような豊かな学

習経験を行うことができる。高校１年では「自然と科学」、高校２年では「情報と社会」

を学び、教科や文理の枠を越え、多角的にものごとをとらえ、研究していく姿勢を身に

つけていくとのことである。また、高校の全学年が対象の ASP（アドバンス・サイエン

ス・プロジェクト）では、名古屋大学の研究者による講義を通して、大学での先進的・

専門的な学びに直に触れることができ、自分の適性や興味がより明確になり、自分の生

き方を探る糸口となるとのことであった。 

また、2015 年度から５年間、スーパーグロー

バルハイスクール（SGH）にも指定されている。

SGH の目的は、グローバル化が進んだ世界で、も

のごとの本質を捉え、国際的視野を持って探求し

続ける、勇気と判断力のある「自立的な学習者」

を育てるとのことである。この目的のため、名古

屋大学と一体化し、探究型カリキュラムの開発と

構築を行っており、中学では、「生き方を探る」

「生命と環境」「国際理解と平和」をテーマに、

幅広い興味関心を養い、専門家へのインタビュー

などを通じ、個人・グループ単位で研究を行っている。高校では、地球的課題に対応す

る六つの研究領域（生命、自然と環境、心、人権と共生、平和、文化）を設け、仮説検

証型課題探究が行われている。 

また、名古屋大学に国内グローバル拠点を置き、大学教員、留学生、他校生徒と地球

的課題の解決方法を討論する Global Discussion を実施し、課題解決力向上を図ってい

るとのことであった。 

 

【主な質疑】 

 高校からの新たな入学者への対応について 

 高校のクラス編成について 

 進路指導、大学受験に係る保護者への対応について 

 入学方法、入試倍率及び入学者の状況（県内外）について 

 ユネスコスクールとスーパーグローバルハイスクール等との関係について 
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静岡県立大学（静岡県静岡市） 

ムセイオン静岡の概要について説明を聴取 

 

県立美術館学芸員による講義の様子 

 県の教員との交流について   など 

 
 

 
 

 
 
◆ムセイオン静岡の取組について 

 「ムセイオン」とは、古代エジプトのアレクサンドリアに興った世界初の学問・教育・

文化・芸術の総合施設で「ミュージアム」の語源と言われています。静岡県立大学では、

静岡市谷田丘陵地帯及びその周辺地帯にある６つの教育文化機関と連携し、「ムセイオ

ン静岡」を始動され、学びの場を提供し、若者や専門家が自由に行き交う文化の発信地

を目指している。 

「ムセイオン静岡」の概要は、静岡県立美術館

や静岡県立中央図書館、グランシップ（静岡県コ

ンベンションアーツセンター）など、６つの教育

文化機関が相互に協力して文化・芸術・教育を学

ぶ場を提供し、文化を発信する自主協働プログラ

ムで、平成 19 年度から活動を開始されている。 

主な取組は、活動ＰＲ冊子「ムセイオン静岡」

などを作成し、企画事業の相互協力と広報に取り

組むとともに、ムセイオン楕円堂講座など共同事

業による連続講座の開催、６機関の協力による静岡県立大学の単位認定講座を設置され

ている。 

特に、教育分野での取組では、県民を対象に各機関の教員や外部の専門家がテーマに

沿って連続した講座を実施、また、座学以外に、観劇、美術鑑賞やテーマに関連した地

域の散策など、体験する機会を提供されている。また、静岡県立大学では、本物志向の

総合芸術文化に触れ、高い教養を身につけるため、優れた文化施設（県立美術館、県立

中央図書館、埋蔵文化財センターなど）と隣接する特性を生かし、この稀有な文化資源

を学生生活に組み込ませる方策として、ムセイオン静岡Ⅰ・Ⅱ・Ⅲの科目を地域学に位

置づけ、「しずおか学」科目群のひとつとして全学共通選択必修科目とされている。 

また、国際関係学部では、国際的に活躍でき

る 21世紀型市民を育成するため、学部学生に、

従来の受動的な学びから転換を促し、課題発見

から課題解決に至る一連のプロセスに主体的

に取り組むことが出来る能動的学習姿勢を身

につけさせるフィールドワーク型初年次教育

モデルの構築を目指されているとのことであ

った。 
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ネットワークの概要について説明を聴取 

ネットワークの概要について説明を聴取 

【主な質疑】 

 連携講座の位置付けについて 

 国際関係学部の学生の当初の反応及び到達点について 

 ムセイオン静岡のまちづくり、都市づくりの取組について 

 連続講座への市民の参加状況及び年齢層について 

 市民参加によるまちづくりの取組について  など 

 

 
◆子どもの貧困対策への取組について  

 静岡学習支援ネットワークは、｢勉強がしたくても、できない子どもたち｣の力になり

たいとの思いをもった静岡県立大学、静岡大学、

常葉大学などの大学生が集まり、2012 年２月に誕

生した団体で、2015 年３月には一般社団法人格を

取得され、静岡市内３カ所で「無償学習支援教室

事業」を中心に約 70 名のメンバーが活動されてい

る。 

 具体的な取組の内容は、静岡市内に無償学習支

援教室、「宿題カフェ」・「みらこや」・「あべこや」

を開設し、週１回無償学習教室を開催されている。

また、夏休みや冬休みには、「学習カフェ」を開催

されているとのことであった。 

 無償学習支援教室事業は、同団体が法人格を有したことを受け、平成 27 年度に静岡

市から「生活困窮世帯、ひとり親世帯等の子どもへの学習・生活支援業務」を受託し、

実施されているとのことで、他の２団体と「静岡市子ども支援コンソーシアム」をつく

り、業務を分担して、生活保護世帯や就学援助世帯などの小中学生を対象に、学習支援

と生活支援の両事業を実施されている。 

 無償学習支援教室は、小・中学生を対象に、

定員 15 名で各教室週１回・90 分程度開設され

ており、生徒募集は静岡市が行われているとの

ことであった。教室の目的は、「子どもたちにと

っての一番の味方になる」、「学習支援と同時に、

家とも違う、みんなの居場所になる」、「子ども

たちの一人一人に寄り添い、一緒に勉強に取り

組む」こととされており、大学生は年齢が近く

身近な存在として、勉強だけでなく、家庭の悩

みや進路の相談等を受けるなど、子どもたちにとって良き理解者となっているとのこと

であった。 

一般社団法人静岡学習支援ネットワーク（於：静岡県立大学（静岡県静岡市）） 
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同施設の概要について説明を聴取  

 事業を通じて、学習環境がない子どもに学習環境を与え、貧困の連鎖を断ち切る、地

域に根ざした活動を今後も積極的に取り組んでいきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

 中学校の先生との連携及び交流について 

 ネットワークの構築方法及び今後の運営について 

 学生の募集方法について 

 法人化前の生徒募集の方法について 

 法人化前の交通費などの活動費の対応について 

 配慮を要する家庭への対応  など 

 

 
◆同センターの文化振興の取組について 

 静岡県では、静岡県文化振興基本条例に基づき、現在、第３期ふじのくに文化振興基

本計画を策定されている。 

同計画の基本方針は、「みる」、「つくる」、「ささ

える」人を育て、感性豊かな地域社会の形成を目

指し、「ふじのくに芸術回廊の実現」を基本目標と

されています。計画に基づく重点施策は、１「子

どもが本物の文化に触れる機会の充実」、２「多彩

な文化活動と交流の拡大」、３「憧れを呼ぶ創造活

動の発信」、４「誇りを育む文化資源の発展と魅力

向上」、５「文化力の地域づくりへの活用」、６「地

域の文化拠点づくり」となっており、文化振興の

基盤・人づくりや魅力ある文化の創造と発信、文化を発展させる体制づくりの取組を進

められているとのことであった。 

静岡県コンベンションアーツセンター（グランシップ）は、「文化創造と交流の拠点」

として、静岡県が設置する県立複合文化施設で、現在は、静岡県文化財団が運営を行わ

れている。 

グランシップでは、ふじのくに文化振興基本計画に基づく、「みる」、「つくる」、「さ

さえる」人づくりのため、様々な取組を行われている。「みる」では、グランシップを

拠点にして、積極的に県内各地の学校等に出向き、鑑賞や体験の機会を提供するととも

に、文化芸術にはじめて触れる場として、県内ではあまり鑑賞することができない公演、

展示等を実施されている。「つくる」では、「しずおかの文化新書」の発行事業を実施さ

れており、「ささえる」では、文化活動を行っている人たちがコンサート等に参加でき

る機会の提供や、相当程度活動し、さらなる飛躍を目指す文化団体に対して、提供の場

を確保する提携公演の取組を行われている。また、文化芸術活動を行っている団体や個

静岡県コンベンションアーツセンター（グランシップ）（静岡県静岡市） 



②  管外調査(11 月) 2 調査に係る常任委員会の審議等の状況 (5) 管内外調査 

 

- 72 - 

同施設展示ギャラリーを視察 

人の活動等に対して資金的な支援も行われているとのことである。 

グランシップでは、文化・芸術活動のほかにも、大ホールや展示ギャラリー、会議室

などの貸館業務を行われており、利用率は平均で約 80％と高い稼働率を維持されている

とのことである。同館では、貸館業務を通じ、コンベンション、文化振興拠点機能の両

立を目指し、国内外における文化芸術・学術の交流を一層推進していきたいとのことで

あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 調査に係る常任委員会の審議等の状況 (5) 管内外調査  ③  管外調査(１月) 
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学校関係者から調査事項の説明を受けた。 

③ 管外調査 

（平成 28 年１月 19 日（火）～21 日（木）） 

 

 

 

◆小中一貫教育に適した学校施設について 

川崎市立はるひ野小学校・同はるひ野中学校は、平成 20 年４月、施設一体型の小中

連携校として開校した。背景としては、平成 2年から土地区画整理事業が進められた川

崎市麻生区黒川・はるひ野地区に、まちづくりの核となるべき公共施設として、小学校

の建設が予定されていたが、地域の要望により中学校も同時に建設することとなり、そ

の後、学校建築の有識者も加わる基本計画検討委員会での議論を経て、同 19 年 1 月に

PFI 事業として学校建設に着手されたものである。 

同校は、開校当時、児童生徒合わせて 600

名でありましたが、開校８年目を迎え、小学部

児童 1,072 名、中学部生徒 369 名の合計 1,400

名となっている。 

基本理念は、①小中学校９年間を通じて人間

形成を実現する、②今日的な教育課題に対して

小中学校９年間を通じて対応する、③小中学校

の教育の融合を図り、新たな学校文化の創出を

図ることである。 

同校の教育課程の特徴は、校舎合築を生かし、

児童生徒の成長過程を見直した教育として、小中学校のより確かな連携を目指し、９年

間を４－３－２の３ブロックに分けた教育課程編成が行われている。また、ハートフル

はるひ野プランを核に心豊かな児童生徒の育成に取り組んでいる。ハートフルはるひ野

プランは、豊かに生きる（自分づくり）、健やかに生きるという在り方生き方教育であ

り、３つの合言葉、①あいさつは心の窓、②ありがとうは魔法の言葉、③そうじは心を

磨く、に集約されている。 

学校運営においては、学校ごとに校長が配置され、適宜連携が図られている。管理職

を除く全教職員に対して兼務発令がされており、９年間を通して児童生徒の成長を見守

っている。 

特色ある教育活動では、小中連携の取組として、全校で取り組むスポーツフェスティ

バルやアートフェスティバルの開催、小中合同朝会やブロック集会の実施、中学生が小

学校の学習をサポートする授業や活動の実施、また、教職員の授業力向上のための小中

合同研修や校内授業研究の実施などが実践されているとのことである。 

施設を有効に活用した教育活動も行われている。校舎内には、大小様々な特別教室が

設置され、多様な活動が展開されています。中学部では全教科に教科教室があり、毎時

間生徒が教室を移動し各教室で各教科の独自性を生かした授業が行われている。教室前

川崎市立はるひ野小中学校（神奈川県川崎市） 
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学校の主な施設を視察した。 

学校関係者から調査事項の説明を受けた。 

のオープンスペースは、交流学習や展示、学年集会

に使用したり、小学部１、２年生の教室にあるパオ

と呼ばれる小部屋をはじめ、各学年の小部屋は、落

ち着いた話し合いの場や、少人数での学習の場とし

て使用されている。 

また、小中の職員室（校務センター）を一体化し、

校門、中庭、校庭が見渡せるように配置し、校内に

地域交流センター、わくわくプラザ等を設け、学校

が地域コミュニケーションの核として機能できる整

備も行われている。 

はるひ野小中学校としては、今後、小中９年間の

つながりを検証するとともに、ハートフルはるひ野プランに重点を置き、地域への恩返

しをしながら、小中学校の連携教育に一層取り組んでいきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

  学年区分４－３－２制における小学校５、６年生のリーダー性について 

  小中連携校における教員の負担について 

  ４－３－２制による成果について 

  教員の異動状況について 

  川崎市における学級編成基準について  など 

 

 

 

 

◆同校の概要について 

東京都立小石川中等教育学校は、大正７年、前身となる東京府立第五中学校が小石川

区駕籠町に創立された。東京都制施行と学制変更を経て、昭和 25 年、都立小石川高等

学校と校名が改称され、平成 18年に同校を母体として都立小石川中等教育学校が開校、

同 23 年、小石川高校が閉校して都立初の中等教

育学校に完全移行した。学年は１～６年までで、

１～３年生が前期課程、４～６年生が後期課程と

なり、後期課程からの入学はない。 

同校は、創立以来、90 年以上にわたって受け

継がれてきた「立志」「開拓」「創作」の精神を教

育理念の中核に据え、「自ら志を立て（立志）、自

分が進む道を自ら切り拓き（開拓）、新しい文化

を創り出す（創作）」ことのできる人材の育成に

努めている。そして、その教育理念を実現するた

めの方策として、「小石川教養主義」「理数教育」「国際理解教育」を推進している。 

 東京都立小石川中等教育学校（東京都文京区） 
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学校の主な施設を視察しながら、部活動に
取り組む子どもたちから話を聞いた。 

小石川教養主義とは、全ての教科・科目を学ぶことによって、単に受験のためではな

い教養を生徒に身に付けさせるもので、同校の伝統を引き継いでいます。小石川教養主

義の象徴とも言える学校設定科目「小石川フィロソフィー」など、特色ある授業が進め

られている。 

理数教育については、文部科学省よりＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）の

指定を受け、全生徒を対象にＳＳＨ事業が展開されている。都立小石川高校での指定と

通算して 10 年間の指定となり、さらにコアＳＳＨの指定も受け、日本学術会議、大学

や海外の理数系教育重点校などと連携し、サイエンスカフェ、オープンラボや小石川セ

ミナーなど、さまざまな活動を行っている。 

国際理解教育としては、充実した英語教育により、生徒は高い総合的な英語能力を身

に付けられるようになっている。全員が参加する国内語学研修、海外語学研修、海外修

学旅行では、身に付けた英語を用いて、異文化

理解、学校交流や意見発表等に取り組んでいる。

また、同校は、東京都教育委員会から、次代を

担うグローバル人材育成に向けた学校の取組を

支援するために、都立高校及び都立中等教育学

校の中から 10 校を選定する東京グローバル 10

に指定されている。 

その他、大学や研究機関との連携も図られて

おり、１年から５年まで、教科の学習との連携

を図り、大学や研究所とも連携しながら、知を深

めるための総合学習を行い、生徒の知的好奇心を

育てている。 

小石川中等教育学校としては、今後も、「立志」「開拓」「創作」の精神のもと、国際

社会で活躍できる人材の育成に一層努めていきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

 教員の英語力について 

 前期課程（義務教育）の教育内容について 

 生徒の将来の夢について  など 

 

 

 

 
 
◆子どもたちが豊かに成長する地域文化創造のための取組について 

三鷹市は、武蔵野の面影を残したまちとして、多くの作家や芸術家から愛されてきて

おり、このような風土や環境を背景に、従来から市民の文化活動も活発に行われている。

そのような中、同市では、平成 18 年度から「みたか・子どもと絵本プロジェクト」に

取り組んでいる。同プロジェクトは、絵本を通じて、子どもたちがふれあいの中で生き

三鷹市星と森と絵本の家（東京都三鷹市） 
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館長から調査事項の説明を受けた。 
 
 
 

施設内を視察しながら、施設概要や取組に
ついて、説明を受けた。 

 

生きと豊かに成長することができる地域文化の創造を願う取組で、子どもと絵本に関わ

る担い手の養成や絵本を仲立ちとして地域のさまざまな活動や資源をつなぎ、市民との

協働により人々の交流と創造の場をつくり出す活動が、三鷹市全域で展開されている。 

「三鷹市星と森と絵本の家」は、平成 21 年７

月７日、「みたか・子どもと絵本プロジェクト」

の理念のもとに、その特色ある拠点として国立

天文台三鷹キャンパス内に整備されました。「星

と森と絵本の家」は、三鷹市が国立天文台の協

力のもとに運営する個性豊かな施設である。そ

の特徴としては、「星」は国立天文台の知的資源

の活用や天文学者等の協力、「森」は天文台の森

の豊かな自然の中にあるという環境、「絵本」は

子どもと絵本の活動に集う多彩な人々との協働、

「家」は大正時代の官舎を保存活用した建物の魅

力、になっている。施設は、国立天文台内にあった旧 1号官舎（大正４年に高等官官舎

として建設）を保存活用しており、平成 21 年５月に三鷹市登録有形文化財第 1 号に指

定されている。 

絵本の家は小さな施設ですが、３つのテーマ展示が行われている。旧玄関の建築展示

室は、家の構造や設計図面等の常設展示、絵本展示室は、絵本を通じて星や自然に関心

が高まるよう年間テーマを決める企画展で体験型展示が行われ、回廊ギャラリーでは、

絵本の家で公募した星や宇宙に関する絵本の原画が展示されている。また、読書室には、

約 2,500 冊もの絵本を所蔵し、本棚は「星－地球」「森－植物」「ひと・くらし・ことば」

の分類を軸に、物語や科学絵本が分かりやすく配列されている。本の貸し出しは行われ

ていないが、家の中であれば、どこでも自由に読むことができる。 

豊かな自然を残す天文台の森に囲まれた家の中庭では、週末などにボランティアによ

るクラフト体験ができ、天文台の中に生えていた

草花を集めた草壇があり、雑草として抜かれてし

まう植物も大切に育てているとのことである。 

このような取組をする中、絵本の家は、平成 27

年 7 月 7 日に 20 万人目の来場者を迎えた。 

星と森と絵本の家としては、今後も、多様な人々

による創造的な活動と交流を通して、子どもたち

が豊かに成長する地域文化の形成に寄与していき

たいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

 来館者数の集計方法について 

 学校との連携について 

 国立施設内における運営の課題等について 

 国立天文台とのセキュリティ上の調整について 
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関係者から調査事項について説明を受けた。 

 特別展の予定について  など 

 

 

 

 
 
◆同博物館の概要について 
 
東京国立博物館は、明治５年に創立された日

本で最も長い歴史を持つ博物館である。日本の

総合的な博物館として、数多くの国宝、重要文

化財をはじめ、11 万６千件にのぼる収蔵品を所

蔵し、日本を中心に広く東洋諸地域の美術品や

考古資料などの文化財を守り伝える中心的な役

割を担い、有形文化財の収集、保管、修復、展

示、調査研究、教育普及などの事業を行ってい

る。 

平成 13 年４月、東京、京都そして奈良の３

つの国立博物館を運営する独立行政法人国立

博物館が発足し、さらに同 19 年４月には独立行政法人文化財研究所と統合され、独立

行政法人国立文化財機構となり、現在は、同機構が４つの国立博物館を運営している。 

東京国立博物館の運営経費は、約 22 億円で、うち約４分の３は国からの交付金によ

り支えられており、国の財政状況が厳しい中、入館料を抑えながら展示活動以外にも多

くの活動を実施し、経費節減と自己収入の拡大に努めているとのことである。 

同博物館は、独立行政法人化後、民間の手法を学び、取り入れることでサービス面の

向上を目指し、来館者が何を求めているかを考え、さまざまな取組を進めている。最近

では、託児サービスも実施し、子育て中のお客様にも展示を楽しんでいただけるよう、

専用託児室で美術館や博物館での託児経験豊富なスタッフが責任を持って対応してい

るとのことである。また、年間約 200 万人の来館者のうち４割は外国人の方のため、館

内を案内する表記は８箇国語の表記にするなど、利用しやすい博物館となるよう取り組

まれている。 

同博物館は６つの展示館を有しており、魅力ある総合文化展を目指し、様々な企画が

実施されている。総合文化展は、収蔵品、寄託品を展示するもので展示事業の中核をな

しており、年間 300 回程度の展示替を定期的に実施し、平成 27 年度は約 7,200 件の文

化財を展示・公開する予定とのことであった。重要文化財の本館は、２階は縄文時代か

ら江戸時代までの日本美術の流れをたどる時代別展示、１階は彫刻や陶磁などの分野別

展示やテーマ別展示で構成されている。東洋館では、日本以外の東洋の美術、工芸、考

古遺物などが展示されている。平成館は、１階に考古展示室、企画展示室やラウンジ、

約 400 席の大講堂があり、２階には約 3,000 ㎡に及ぶ特別展専用の展示室がある。考古

展示室では、土偶や銅鐸、埴輪など発掘された文化財から日本の歴史をたどるようにな

っている。調査訪問時には、特別展「始皇帝と大兵馬俑」が開催中で、国内外から多く

東京国立博物館（東京都台東区） 
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学校関係者から調査事項の説明を受けた。 

の人が来館されていた。法隆寺宝物館は、奈良の法隆寺から皇室に献納された宝物 300

件余りを収蔵・展示し、表慶館は、近年は特別展の展示会場として活用され、黒田記念

館は、日本近代画家・黒田清輝の作品が展示・公開されている。 

東京国立博物館としては、訪れた人が多くの感動を体験し、博物館という空間を心か

ら楽しみ、また、日本の一大文化発信拠点となるように、国民が世界に誇れる博物館を

目指して、一層努力していきたいとのことでであった。 

 

 

 

 

 

◆学校と地域をむすぶ取組について 

横浜市立東山田中学校は、横浜市の北部、都筑区の港北ニュータウンにある。同区

は人口約 21 万人で、横浜の副都心として開発された新興住宅地域である。 

東山田中学校は、平成 17 年４月に開校し、横浜市教育委員会により、開かれた学校

づくりを推進するモデル校として、横浜市そして神奈川県初のコミュニティ・スクー

ル（学校運営協議会制度）として指定された。学校運営協議会は、町内会代表や小中

学校ＰＴＡ会長といった地域や保護者代表、大学教授などの学識経験者などが委員と

なって構成され、毎月１回開催され、教職員全

員と懇談したり、学校運営や教育活動の審議、

他の地域との情報交換や学校支援地域本部と

の連携など、学校運営に地域住民の声を反映さ

せるための協議の場となっている。 

同校の最大の特徴は、中学校内にあるコミュ

ニティハウスである。東山田中学校コミュニテ

ィハウスは、設計段階から学校と地域の連携施

設として考慮され、中学校の中庭に面し、解放

された廊下で中学校とつながっており、身近

な生涯学習活動の場、地域活動の場、そして、

大人も子どもも共に学び交流する施設として幅広く利用されている。また、地域と学

校を結ぶ場として、東山田中学校区学校支援地域本部（やまたろう本部）が設置され、

学校の教育活動を支援するため、地域住民の学校支援活動への参加をコーディネート

する、地域につくられた学校の応援団となっている。同校は、コミュニティ・スクー

ルと学校支援地域本部の２つの機能を有することにより、地域の中核としての学校を

目指している。 

同中学校区には、山田・東山田・北山田の３つの小学校があり、１つのコミュニテ

ィとして連携が進められており、まちのマスコットキャラクター「やまたろう」を活

用して、さまざまな取組が行われている。４つの小中学校とＰＴＡ、町内会や地域行

事を記載したコミュニティカレンダーを作成・配布したり、学校と地域をつなぐホー

横浜市立東山田中学校（神奈川県横浜市） 
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校内施設を視察した。 

学校関係者から調査事項の説明を受けた。 

ムページ「やまたろうネット」の運営、学校の授業支援や校外行事の引率等のボラン

ティアのコーディネートを行っている。生徒たちも、地域のお祭りの手伝いなどのボ

ランティア活動や地域行事へ参加するなど、地域で活動している。生徒たちは、教師

以外の大人と話をしたり、話を聞く機会が増えたことから、落ち着いた学校生活の維

持やコミュニケーション能力の向上につながり、また、教職員も、多くの人の関わり

が意識改革となり、意欲的に活動するようにな

り、学校の活性化につながっているとのことで

ある。 

同校では、多くの人が学校づくりに参画する

ことで学校への関心が高まり、それが学校を中

心とするコミュニティの構築、さらには、まち

づくりにつながると考えているとのことである。 

東山田中学校と同校コミュニティハウスは、

今後も学校と地域をむすぶ取組をより一層推進

していきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

  地域ボランティアによる生徒の面接について 

  住民の抵抗感について 

  コミュニティハウスと学校運営協議会との関係について 

  コミュニティハウスの夜間利用体制について 

  学校運営協議会の委員について  など 

 

 

 

 

◆サイエンスエリートを育成するための取組について 

横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等

学校は、神奈川県内初の理数科高校で、横浜市

の全市立学校における教育改革のパイオニア

校に位置づけ、横浜開港 150 周年、横浜市制

120 周年の平成 21 年４月に開校した。 

同校は、「日本の将来を支える論理的な思考

力と鋭敏な感性を育み、先端的な科学の知識・

技術、技能を活用して、世界で幅広く活躍する

人間を育成する」ことを教育理念とし、「驚き

と感動」による「知の探究」による人材育成を

目指している。 

同校の主な特徴の１つに、スーパーアドバイザーの参画がある。和田昭允氏（東京大

 横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校（神奈川県横浜市） 
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校内の主な施設を視察した。 

学名誉教授、理化学研究所研究顧問）が常任スーパーアドバイザーに就任されるなど、

先端科学研究分野において優れた功績を有する５人がスーパーアドバイザーとして参

画し、教育方法などについて指導助言を行っている。また、科学技術顧問として、50 人

を超える大学・大学院や企業の研究者等、外部専門家が研究指導や実験指導を行ってい

る。その他、理化学研究所横浜研究所や海洋研究開発機構等、研究機関との連携により、

生徒が研究施設を訪問したり、研究所からの講師派遣を受けたり、慶應義塾大学や横浜

国立大学、横浜市立大学など大学との連携により、

高校から大学に通じる教育内容等の研究や大学

との連携講座を実施しているとのことである。 

また、同校は、平成 22 年度にスーパー・サイ

エンス・ハイスクール（ＳＳＨ）、同 27 年度に再

びＳＳＨに、同 26 年度にはスーパー・グローバ

ル・ハイスクール（ＳＧＨ）の指定を文部科学省

から受け、同校オリジナルの課題探求型の授業

「サイエンスリテラシー」など、特色ある教育活

動を進めており、「知識と知恵のサイクルの学び」を体感した同校の生徒たちは、国際

科学技術コンテストや研究発表等での活躍とともに自らの高い進路希望を実現し、各方

面から高い評価を得ている。 

横浜市教育委員会により進学指導重点校にも

指定されており、平成 29 年４月には、同校に附属

中学校を併設し中高一貫教育を導入する予定である。 

横浜サイエンスフロンティア高校としては、今後も、文理の枠を超えたサイエンス教

育の一層の充実を図り、将来のグローバル人材の育成に努めていきたいとのことであっ

た。 

 

【主な質疑】 

 サイエンスに触れる機会の海外との比較について 

 早期に理数系に絞ることによる弊害について 

 就職状況について 

 飛び級に対する見解について 

 １日のカリキュラムについて  など 

 

 

 

 



 

- 81 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 委員会活動の
まとめ 

Ⅱ 



 

- 82 - 

 

 

 



          

 

- 83 - 

委員会活動のまとめ Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

この１年間、ありがとうございました。平井委員

長、そして四方、菅谷副委員長、並びに委員の皆様、

この１年間ありがとうございました。私は議員に

なってまだ１年目なんですけれども、私の質問に対

して真摯にお答えいただきました理事者の皆様、あ

りがとうございます。 

 まとめをさせていただくんですけれども、この１

年、管内・管外調査でいろいろ勉強させていただき

ました。管外調査においては、小中一貫校並びに中

高一貫校をいろいろ拝見させていただきましたし、

また横浜市でサイエンスフロンティアの学校も拝見させていただきました。そこでいろ

いろ考えるところがありまして、「隣の花は赤い」という言葉が多分にあると思うんで

すけれども、管外においてもいろんないいところがありました。そこで府を見ると、府

の中でも十分日本で誇れるような教育をされていると僕は思います。管内・管外調査も

踏まえて、教育はこれからもっと熱心に取り組んでいただきたいと思います。 

この前も質問をしましたし、私も一人の教育者の立場としていろいろ申しますけれど

５月臨時会の委員会(平成 28 年５月 18 日開催)において、各委員から、１年間の「委

員会活動のまとめ」として、本委員会の所管事項に関する総括的な所感や、意見・要

望等の発言がありました。 

以下、その内容を発言順に記載しました。 

北川 剛司 委員（民進／京田辺市及び綴喜郡） 
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も、教師が子どもに対して接するあり方というのが、この前のアンケートにおいても十

数パーセントですけれども、子どもたちを認めないというところも多々ありました。そ

ういうことを踏まえて、子どもたちに対していかに教師が認め、いいところを伸ばして

いくかという教育を今後も継続的にいろいろやっていただきたい。 

それとあと、いじめにおきまして、井手町のほうで１件、重大ないじめ等があったと 

思います。やっぱりいじめというのはなくすべきですし、だんだんいじめの仕方も変

わってくると思います。昔の我々の子どものときのいじめの仕方から、今のいじめの仕

方は変わってきて、教員の方が対応されるのも既に難しくなってきていると思います。

そういうことも踏まえて、いじめに対してもう少し力を入れて対応していただきたい。 

それと、これから少子化にだんだん進んでいきます。この委員会においても、高校の

あるべき姿というのはどういうふうにあるべきなのかということをいろいろ議論して

まいりましたし、お話をいろいろ聞いてきました。今までの高校のあり方、要するに机

を 40 個、30 個並べて教師に対して向き合って勉強するという昔ながらの教育のあり方

から、一歩進んでＩＣＴを活用して、違った分校を一つのバーチャル的に見せていく教

育の仕方もあると思います。そういうことを踏まえて、統廃合云々という考えも非常に

重要になってくるかもわからないですけれども、そういうバーチャルな世界で教育をし

ていくというのも、今後は非常に重要になってくると思っています。そういうことも鑑

みて、今後、北部並びに南部の地域において高校、中学校のあり方というのも考えてい

ただきたいと思っています。 

 もう一つ教育に関してですけれども、今、反転教育というのがよく言われています。

今までは学校で新しいことを学び、家で復習するというスタイルになっていました。し

かし、ＩＣＴが入ってきますと、逆に家で新しいことを学び、学校で復習し、そしてま

た家で復習するというように学習スタイルが変わってくると思います。そういうことに

おいて、教育の根本的な教え方もスタイルもやっぱり変わってくると思います。そうい

うＩＣＴを活用していかにうまく教育するかということも踏まえて、今後、委員会のほ

うで議論をしていただき、子どもたちにプラスになるようにしていただきたいと思って

います。 

あと、スポーツに関してですけれども、いろいろ質問もしてきました。障がい者の方々 

に対するスポーツのあり方と健常者に対するスポーツのあり方ということで、いろいろ

議論もあったかと思います。そこで、これからは健常者であれ、障がいをお持ちの方で

あれ、例えばカローリングというスポーツがありますが、それは障がい者も健常者も同

じ土俵でプレイすることができます。そういうことを踏まえて、共通のスポーツという

のもいろいろ導入していただいて、京都はスポーツでこういうことをやっているんだと

いうことを発信していただきたいと思っています。あと、京田辺市・精華町におきまし

て、先ほども報告がありましたけれども、自転車の競技が開催されます。今、京田辺市

のほうでも物すごく盛んに自転車の文化がだんだん広がってきています。そういうこと

を踏まえて、一過性のものにならないよう、この自転車競技に関して来年も再来年も続

けていただけますよう、努力してやっていただきたいと思います。 
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最後に一つ。先ほどから京都スタジアムの件に関していろいろ議論がなされています。 

５月３日に京都サンガのサッカーの試合を西京極のほうに見に行きました。やはりあそ

こは陸上競技専門のスタンドです。観客席からフィールドまで約 20 メートル以上離れ

たところで観戦しなければならないというふうな環境になっています。京都、大阪、神

戸を見たところ、大阪には新しいサッカー場ができましたし、神戸にもラグビー場・サ

ッカー場があります。京都だけがそういうふうな施設がないのが今現状だと私は思って

います。そういうことも鑑みて、なるべく早く専用の球技場を設けていただいて、これ

からスポーツ王国ということで伸ばしていただきたいと思っています。 

 この１年間、いろいろ皆さんにお世話になったんですけれども、こういうふうな委員

会のやり方等を含めて、議員になるまでは全然わかっていませんでした。そういうこと

も含めて、いろんな議論が忌憚なくなされるような委員会にこれからもしていただきた

いと思っています。 

ありがとうございました。 

 

 

 

 

私も当選１回の議員といたしまして、この１年間、

正副委員長様、そして委員の皆様にはいろいろと御

指導賜り、ありがとうございました。さらに、理事

者の皆様、大変つたない質問ではございましたけれ

ども、さまざまに御指導いただきまして、ありがと

うございました。 

文化・教育常任委員会の構成員といたしましてこ 

の１年間活動してまいりまして、３月に文化庁が京

都へ移転されるということが決まり、時代を区切る

そういうときに、こういった文化・教育常任委員会

の委員を拝命いたしておりましたことは、大変名誉であると同時に、やはりより一層、

自分が今何をなすべきかということについて自問自答をさせていただいた次第でござ

います。来期は、この委員会を離れますけれども、そういった中でも絶えず、この自覚

を頭の片隅に置いておくべきことと感じております。 

次に、地元の北区とのかかわりで申しますと、北山文化環境ゾーンの取り組みについ 

て一層認識を深めることができ、さらに地元の振興とも絡んだ新たな展望が開けてまい

りましたということで、これも貴重な体験でございましたということも申し上げておき

ます。 

さらに、この議会棟の中だけでなくて出前議会という貴重な体験もいたしました。仁 

和寺へ参り、そこで皆様の御意見を伺ったということは大変貴重でございました。その

中で、「日本文化を世界に発信するために」というキーワードで取り組んだわけでござ

岸本 裕一 委員（自民／京都市北区） 
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います。やはり今度の文化庁が京都に来るに当たりましては、観光、あるいは伝統産業

といったものともコラボレーションをしながら、より充実した日本文化の発信というよ

うなことも含めて取り組んでいかれるということでございますので、そのような折に、

大変貴重な勉強の機会を得たと考えております。 

そして、最後になりますが、やはり京都は私学のメッカといいますか、日本の私学の 

発祥の地ということでございまして、私学振興をつかさどる部署としてのこの文化・教

育常任委員会というものにつきまして、より一層認識を深めました。いろいろな特色の

ある私学が多く存在しております。この中で、その独自性を生かして今後どのように取

り組んでいっていただくのかということで、大変勉強させていただいた次第でございま

す。総じて、これまでより一層勉強をさせていただいた次第でございますが、今後も皆

様にはよろしく御指導賜り、議員活動を進めてまいりたいと思っております。 

ありがとうございました。 

 

 

 

 

まず、平井委員長を初め四方、菅谷両副委員長に

おかれましては、委員会運営につきましてお世話に

なりました。この１年間、本当にありがとうござい

ました。また、委員の皆様も大変ありがとうござい

ました。また、理事者の皆様方にも、私自身、昨年

府議会議員として当選をさせていただいて初めて

所属する常任委員会ということで、私にとりまして

本当に学ぶことの多い１年であったと理解をいた

しております。本当にありがとうございました。 

 今年度の文化・教育常任委員会におきましては、

閉会中の常任委員会ということで、特に参考人制度を積極的に活用された、学識経験者

を含め専門的知見を持たれた方々の御意見を拝聴することができました。京都府におけ

る私学教育については、京都府私立中学高等学校連合会の会長と事務局長さんにも参考

人としてお越しいただき、いろいろな御意見を頂戴したところでございます。とりわけ、

京都府はあんしん修学支援制度が充実しており、京都府の高校教育の中で私学の高校生

の割合が 43.5％ということには、私自身も本当に多いんだなということを改めて感じ、

全国的にも非常に高い位置にあるという御説明を受けたところであります。また、全国

的にも文武両面にすぐれた学校が多いということもありますし、そして先ほども申し上

げましたように、あんしん修学支援制度が全国トップレベルということで、これはいろ

いろな議論がありますけれども、現実としてはそういう実態であるということも認識

し、京都府の予算として約 40 億円をそこに投資されておるというようなことは、そう

いった参考人の皆さん方も一定、本当にありがたいなと理解されているのではないかな

中村 正孝 委員（自民／亀岡市） 
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と改めて感じさせていただきました。そういった支援によって、今、私学はある程度生

徒数も確保されておりますし、また中退する学生も少ないというお話もあったところで

ございます。こういった部分につきましては、京都府も財源的に厳しいということは十

二分に承知する中で、今後は、話もよく出ておりますように、国にそういった財源を確

保する活動も、理事者を含め我々もしっかり取り組んでいかなければならないと改めて

感じさせていただきました。 

そして次は、先ほども出ておりますように出前議会であります。これも府民の皆さん 

の様々な意見や思いを的確に把握する機会として、府政の推進に生かすためにも、出前

議会があったと理解をさせていただきました。京都府におきましても、京都府、京都市、

京都商工会議所など、オール京都で取り組んでいただいた今回の地方創生によって、文

化庁の京都移転の決定をいただいた。これは、今後は京都から世界に発信をする、その

重要な役割を持つということも、当然あります。 

そういった中で、文化財の維持・保護・管理についても、それぞれの専門家の皆さん 

方からいろいろな意見を聴取しましたけれども、やはりそこでも、最終的にはお金がな

ければ何もできないことも事実でありますし、またそこでいろいろな匠の技術とかそう

いうようなものをトータルにして進めていかなければならない、そういう大変さという

ものもこの委員会で多く学ばせていただいたところであります。しかしながら、私自身

がそのときに感じましたのは、せっかくの出前議会に市民の皆さん方にどれだけ傍聴に

お越しいただけるのかなと思っておりましたけれども、残念ながらほとんど来られてい

なかったという現状もありましたので、やはりこれからこういったことをどう府民・市

民にアナウンスして、少しでもそういった議会に市民の皆さん方が来ていただけるよう

な発信を今後考えていかなければならないと感じさせていただいたところであります。 

そして次に、重要課題の調査として今後の課題に位置づけられた府立高校の今後の在

り方についてです。これも平成 27 年度から京都府として検討委員会を積み重ねておら

れ、昨年度特に北部地域においてそういった検討会が進められる中で、私自身も感じた

ことは、それぞれの地域の住民の方々はその地域の誇り、また地元のアイデンティティ

のひとつという思いをしっかりお持ちであるということです。効率性だけを追求するの

ではなく、今日も少し御説明がありましたし、今後もそんな話はあろうかと思いますけ

れども、親切・丁寧に、ブロック単位でそれぞれの市民からしっかりと意見聴取をして

いただく中で進めていただきたいと特に感じております。 

先日も南丹振興局管内で、平成 28 年度の事業計画について勉強会をさせていただきま 

した。そこで口丹波の５校の校長先生に平成 28 年度のそれぞれの学校の取り組みも聞

かせていただいた中で、それぞれ本当に特徴のある取り組みと地域とのかかわりによっ

て学校運営を進めていただいているな、努力いただいてるなと強く感じました。しかし

ながら、どうしても生徒数が確保できていない学校もあるということもありました。少

し紹介をさせていただきますけれども、３月２日の京都新聞の記事に紹介がありまし

た。京丹波町における須知高校の在り方の懇話会があって、これが京丹波町の町長に提

案をされ、そして京丹波町はその提言をもとに、京丹波町の第２次総合計画の中に組み
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入れてまちづくりを進めるというような提言があったところであります。そういったこ

とも十二分に踏まえていただきながら今後も取り組んでいただきたいし、まずは丁寧に

進めていただくように強く要望をさせていただきたいと思っております。 

それから、管内調査につきましては、特に農業専門の府立農芸高校の調査、そしてま 

た旧西京商業の中高一貫校、これは京都市立唯一の中高一貫校と言われておりますけれ

ども、そこでもいろいろと真のグローバルの人材の育成の取り組みも見させていただい

て、本当に大きくさま変わりしたような教育の実態になっているんだなと。それとあわ

せて、管外調査にも行かせていただきましたけれども、グローバル社会の中でどう社会

に役立つ人材を育てていくかというのが、どこの学校の取り組みでもあったと感じさせ

ていただきました。 

 そういう意味でこの１年間、私自身もこの委員会で多くの皆さん方の御意見、そして

またいい意見交換をさせていただく中で勉強させていただき、本当にありがとうござい

ました。次なる委員会はどうなるかはわかりませんけれども、今後もしっかり勉強させ

ていただきたいと思います。 

この１年間、ありがとうございました。 

 

 

 

 

委員長、副委員長を初め委員の皆様には、大変

さまざまな御意見に勉強させていただきました。

ありがとうございました。また、理事者の皆様に

も御示唆いただきまして勉強になりました。あり

がとうございました。 

さて、まとめですけれども、まず、昨年８月に

発表になりました全国学力テストの結果ですが、

京都府が中学校３年生で最高 12 位になった、小学

校６年生は７位に上昇したという結果が出ており

ました。公立学校の実施だと思うんですけれども、 

全国的に見ると、やはり私学が多い自治体というところは、公立はそう余り上のほうへ

ランクが来ていない、下位傾向にあるのかなと思います。最上位が秋田県でしたでしょ

うか。そういうような中で、私学がたくさんある本府の中で公立学校の躍進といいます

か御健闘は、皆様が少人数教育であるとか、チームティーチングであるとか、独自の学

力テストを行っていただいているとか、さまざまな工夫をして取り組んでいただいてい

る結果が出てきているのかなと御努力に敬意を表させていただく次第でございます。 

ただ、高校を見てみると、他の地域でも公立の健闘状況が見られているところがあり 

ます。東京都で慶應大学の入学者合格率を見ると、公立高校がプラス 41％に対して私立

高校はマイナス３％という状況で、私立のマイナスは 2007 年以降初めての状況で、公

酒井 常雄 委員（民進／城陽市） 



          

 

- 89 - 

委員会活動のまとめ Ⅱ 

立高校が非常に躍進しているということで、公立もこれまではせいぜい 20％であったの

がプラス 41％というのは、公立がすごく伸びてきているということなんですね。これに

対しての分析が出ていました。１つ目は、今年の受験生は小学校５年生のときにリーマ

ンショックだったと。すなわち、親の経済的事情から公立中学へ進学する者が増えたと。

２つ目が、学習指導要領の改訂で、脱ゆとり教育が進んできた。公立中高の生徒の勉強

時間が格段に増えてきたと。これまで公立は、高校の後半から受験勉強を始める状況が

あったので、なかなか難関私学に合格する率が増えてこなかったんですけれども、そう

いうことが言えるのかなと。３つ目が、やはり公立の中での進学指導とかが相当強化さ

れてきているということが分析で出ていました。とはいえ、私立からの合格者は公立の

３倍以上あると思うんですけれども、公立の教育がそういうデータとしてあらわれてき

ているという状況です。今、言いました３つの要因は、別に東京都だけの要因ではなく

て全国的に皆同じ状況で、京都府でもさまざまな皆様の御努力の中で出てきた結果では

あるんですけれども、ほかにも要因があるのではないか、ほかにも何かこういう原因で

こういう結果になっているのがあるのではないかということで、改めて、さまざまなお

取り組みの効果についても検証、そして社会情勢についての検証もしていただけたらと

思っています。 

また、今、学力のお話をしましたけれども、学力だけじゃなくて人づくりというもの 

も教育には重要な部分でありますので、ここに対してもしっかり評価をしていかなけれ

ばいけないと学ばせていただきました。それと、加配教員については、もう少ししっか

りとその重要性、役割のようなものを府民の皆様にもわかってもらえるような広報の仕

方、伝える方法というものの検討が要るのではないかなと私は思っています。ほとんど

の方は、加配教員といっても御存じない方が多くて、そこについてはしっかりとお伝え

していく方法を考えなければいけないかなというふうに思っています。 

次は体罰に関してですが、体罰に関して平成 24 年に大阪の桜宮高校の事件がありまし 

た。その事件の年の府立高校の懲戒処分の件数はゼロ件、指導措置が２件なんですね。

翌年の平成 25 年は懲戒処分が７件、指導措置が 13 件、合計 20 件と非常に多くなって

います。平成 27 年はどうかというと、京都府の府立高校の懲戒処分はゼロ件、指導措

置もゼロ件、合計ゼロ件という数字になっているんです。でも、この数字が果たしてど

こまで信頼の置ける数字なのか。というのは、恐らく今まで、平成 24 年の桜宮高校の

事件までは、なかなか調査がされてきていなかった。調査がなければ判明していないも

のが、まだまだ現状でもあると思います。潜在化しているところに対してどうやって対

応していくかというのもできていないと思いますし、例えば過日、府立高校の関係の処

分がありましたけれども、あれも結局、卒業後に判明している。体罰とわいせつとは違

いますけれども、結局構造的にはよく似ていて、すぐには先生に言えない、ほかの人に

も言えない。どうしてかというと、部活動の顧問の先生と部員という関係の中で、先生

と生徒という関係の中で、なかなか言い出せなくなっている。そういう状況をしっかり

改善していかなければならないと思います。そこで、府教委は部活動指導セミナーとい

うのに取り組んでいただいて、随分積極的に対応を進めてこられていると思います。た
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だ、この内容を見たときに、平成 27 年度ですが、参加している先生が公立高校の先生

は 104 名の先生が参加しているんですが、私立の先生は７名しか参加していない。本当

に学校の中で体罰をゼロにしようと思っているのかなと。私立高校の先生は、どうして

これだけ参加が少ないのか。京都府を挙げて体罰ゼロにしようとしている中で、もう少

し私立は考え方を変えないといけないし、これを実施している主体である府教委も、や

り方として今のままでいいのかというのは、もう一度御検討いただきたいと思います。 

それとスポーツの件ですけれども、ワールドマスターズゲームズについては生涯ス

ポーツ振興の大きなチャンスであって、これから 2021 年までの準備で、効果がどれぐ

らい得られるかというのは決まってくると思います。ただ単なる冠大会をやるというこ

とではなくて、どうやったら府民の健康であるとか、生きがいとかいうものにつながっ

てくるのかというのをしっかりと準備していただいて、2021 年以降にどうつなげるかと

いうことにすごく重きを置いていただきたいと思っています。これも、実は京都府は積

極的に取り組んでいただいているんですね。府民総体の中でマスターズ部門をつくると

いう、なかなか近畿の府県では余り見られないようなこともやっていただいていますけ

れども、実際にどうなのか、2021 年以降にしっかりつながるのかというのは、今から準

備をしていただいて、一定のシミュレーションをしていただいて、効果を予測していた

だきたいと思います。 

いろいろ話をしましたけれども、知事が２月定例会のときの所信表明で、健康寿命が 

京都府はたしかワーストスリーとおっしゃったと思うんですけれども、非常に低くなっ

てきたとこれを危惧される発言をなさっていました。生涯スポーツ振興のチャンスであ

るワールドマスターズゲームズが始まると、それをターゲットにして健康寿命をどう

やって延ばしていくのかというのもこれから、実は教育委員会もそこにしっかりアクシ

ョンを起こせると思うんですね。青森県では、健康寿命を延ばすのに教育委員会として

の独自の取り組みをやっておられますので、さまざまな健康寿命をランクアップさせる

取り組みをぜひとも、これは部局を超えてやらなければいけないことなので、お取り組

みをいただきたいと思います。 

 るる述べましたけれども、これから教育というのは注目される部分でありますし、オ

リンピックが近づいてくるにつれて文化・スポーツというのは、京都府としてしっかり

注目していかなければいけない部門です。これからもさまざま勉強させていただいて、

よりよい成果が出るように、私自身も頑張らせていただきたいと思います。 

ありがとうございました。 
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私はこの委員会には３年間お世話になり、特にこ

の１年間はさまざまな課題があり、この委員会でも

いろいろな激論もありまして、委員長にはいろいろ

と委員会運営に御苦労をかけました。いっぱい課題

はあるんですけれども、幾つか重点的に私がこの１

年間で取り上げた問題に絞って発言します。 

１つは、子どもの貧困対策です。貧困と格差が広 

がる中で、子どもの貧困というのが非常に深刻な事

態になっています。本委員会でも、昨年 11 月に立

命館大学の野田教授を参考人としてお招きしまし

て、子どもの貧困対策について調査も行いました。山形大学の戸室准教授の研究では、

京都府の子育て世代の貧困率が 17.2％で、全国平均の 13.8％を大きく上回っています。

京都府内の就学援助認定率が小学校で 18.1％、中学校で 22.7％、京都市では小学校で

20.9％、中学校で 26.3％となっております。この深刻な子どもの貧困を解決するために

は、やはり親の経済的負担の軽減というのが必要ですけれども、同時に教育の分野でも

幾つか課題があると思います。 

その一つは、全ての中学校での学校給食の実施が必要だと私は思っております。中学 

校の学校給食が実施されていない学校では、弁当を持たないで学校に来て、昼食時に

こっそり廊下に出ているという生徒だとか、毎日コンビニのパンやおにぎりで済ませて

いるという生徒もおられます。こういうもとで府内の市町村では、食育の観点とともに

貧困対策としても中学校給食に踏み出す自治体が相次いでいます。しかし、調理室の整

備だとか改修に経費がかかることから、京都府に予算の支援も求めている声がありま

す。全国最低クラスの実施率から脱却して、全ての中学校で完全給食を実施するために、

府として市町村への支援策をぜひ行っていただきたいと思います。 

もう一つの問題で、まなび・生活アドバイザー、スクールソーシャルワーカーですけ 

れども、これは京都府の子どもの貧困対策推進計画の中でも、学校をプラットフォーム

とした総合的支援にとって重要な役割を担う位置づけとされています。不登校になって

いたり、学校に来ても落ちつかない子どもたちの背景には、やはり虐待や貧困があって、

そういうことに目を向けて対応する上では、このまなび・生活アドバイザーの役割とい

うのは非常に大きくなっていると思います。さらなる配置の拡充、とりわけ常勤アドバ

イザーの拡充が必要だと思いますし、また配置されている皆さんの処遇改善も必要だと

思います。 

２つ目に、不登校対策ですけれども、登校拒否や不登校の子どもたちにとっては、教 

育機会の確保だけを強調する考え方だけでは、結局学校に来させて教育を受けさせると

いうことを前提にしてしまって、登校圧力を高めるという意図が働きます。今、教育委

浜田 良之 委員（共産／京都市北区） 
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員会によっては、不登校ゼロというふうに数値目標を掲げるところもあると聞きますけ

れども、早く学校に来させることだけを目標にすると、結局子どもを管理して、登校圧

力になってしまうのではないかと思います。不登校の子どもたちにとって今一番必要な

のは、安心して休む権利が守られること、登校を迫る刺激にさらされることなく安心し

て過ごせる居場所があること、家庭がそうした居場所になれるような家族への支援、フ

リースクールや親の会などへの財政的な支援が必要だと思います。 

そして、本府では不登校の受け皿として期待されていた府立清明高校ですけれども、 

今年の入試で 114 名が不合格でしたけれども、学力試験のないＢ方式の受検者が１年目

と比べても大幅に減っており、今回受検して不合格になった 114 名以上に不登校経験者

の受け皿が求められていると思います。この間、問題提起をさせていただきましたけれ

ども、定時制を廃止して１つの学校に集めるようなやり方でいいのか、現在、５校 35

名の普通校における不登校枠の拡充だとか、北部の分校の役割が重要ではないかと思っ

ております。 

３つ目に、北山文化環境ゾーンの整備についてですけれども、新総合資料館について 

は、資料や文献の所蔵調査や適切な資料・情報を提供するレファレンス業務などは、資

料館の利用者にとって欠かせないサービスであって、長いノウハウを持った職員の力が

必要です。また、資料館の中心を担う専門職員である文献課や歴史資料課の職員の育

成・確保がこの間おくれてきたために、その多くが今、退職間近という職員構成になっ

ているともお聞きします。民間委託ではなくて、専門職員の人材確保・育成こそ必要だ

と思います。総ガラス張りの施設の問題点については、何度か指摘させていただきまし

たけれども、同じ設計者で総ガラス張りの施設である龍谷大学の図書館は既に開設され

ていますけれども、構造的に音が遮断しにくいとか、断熱性が低くて外の気温の影響を

受けやすいとか、執務室も含めて部屋が丸見えだとか、問題点が浮き彫りになって、開

館してから改善の意見が出されたと聞いています。新総合資料館に当たっては、開館前

からしっかり対策を検討すべきだと思います。 

府立植物園については、植物園のオープン化、外からも見られる植物園を目指すとい 

うコンセプトが重視される一方で、植物の管理・保存にとって不可欠なソフト面の整備

が後回しにされているのではないかと思っております。バックヤードの整備にもっと力

を入れるべきだと思います。また、技術職員を減らす一方で、委託費によって造園業者

を雇って植生の管理を行わせておられますけれども、これでは植栽技術の継承もできな

くなってしまうのではないかと思います。ぜひ、技術職員を増やすべきだと思います。 

北山カフェ「ＩＮ ＴＨＥ ＧＲＥＥＮ（インザグリーン）」をめぐっては、騒音な 

どの苦情が寄せられた問題で一定の改善が見られたと思いますけれども、まだ完全な解

決には至っておりません。店の側が客に注意をするという対応では、いわば客任せとい

うことになって、抜本的な対策にはなっておりません。やはり、店の形態が結婚式の２

次会やパーティを初め、酒を飲んで楽しむという場になっている以上、騒音はなくなら

ないと思います。酒類の提供の禁止であるとか、営業時間を９時までにするだとか、そ

ういう本来の植物園内のカフェで北山文化環境ゾーンという場所にふさわしいものに
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改善することも検討すべきだと思います。 

 以上、幾つかこの１年間の委員会を通じて感じたことを発言させていただきました。

どうもありがとうございました。 

 

 

 

 

平井委員長、四方、菅谷両副委員長、委員の皆さ

ん、大変お世話になりありがとうございました。

そして、理事者の皆さんには、本当にいろいろ教

えていただきお世話になりました。ありがとうご

ざいました。 

 私からは３点、発言をしたいと思います。まず、

先ほどもありましたが、京都スタジアム（仮称）

についてです。スタジアムに係る環境保全専門家

会議の提言が、「３年間の真摯な調査や分析の結

果、現在の予定地の建設はアユモドキの保全を保

証できない」とした、このことは重要だと考えます。国際自然保護連合によるアユモド

キの絶滅危惧種への登録では、最近私は和訳を手に入れましたけれども、そこには、「亀

岡では 2018 年の完成を目指し、2016 年からサッカースタジアムを含む公園の建設が開

始されることになっている。これは本種の主要な初期生息場所の破壊につながるだろ

う」と、こういうふうにはっきり名前を挙げて批判をしています。さらに、今年４月の

56 団体の共同意見書など、多様な環境団体、また専門家の皆さんが、そしてスタジアム

と駅北開発の取り消しを求める住民訴訟など亀岡市民の皆さん、府民の世論と運動が、

今回の予定地変更という環境保全専門家会議の提言を呼び込んだものだと感じており

ます。同時に、変更先を駅北地区とした場合に、アユモドキ保全のための地下水対策が

できるのか、水害対策はどうなるのか、財政負担やスタジアムによる住環境等への影響

はどうするのかなど、課題は山積しており単純ではありません。だからこそ、こうした

事態を招いた最大の責任が府にあることに真摯に向き合い、この際、計画の白紙撤回と

経過を府民的に説明・検証すべきだということを求めているわけでございます。同時に、

アユモドキ保全の取り組みは決して後退させてはなりません。現在の予定地というの

は、500 万年を日本列島で生きてきたアユモドキの淀川水系唯一の生息地であり、アユ

モドキ保全優先で国の力も得て、また府と亀岡市、関係団体が一層連携して取り組みを

強化すべきだと考えるものです。さらに、ラムサール条約登録等も視野に、府が条例で

アユモドキ生息地を保護区指定すべきなどの意見もお聞きをしており、こうした枠組み

も含めて、保全のための方策をぜひ検討していただくように求めるものです。 

２点目に、府立高校の在り方、特に特色化についてです。京都市・乙訓地域の高校入 

試制度の改変から３年がたち、府教育委員会は府域全体でも府立高校特色化を進めてき

成宮 真理子 委員（共産／京都市西京区） 
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ました。今年度は、その目的を「社会・企業・地域ニーズに応える人材育成のため」と

されています。しかし、この結果、国や府の指定校になるかどうかで各高校への予算配

分に大きな差がつけられています。スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）やスー

パーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）など国の指定校には、単年度で約 1,000 万円が

配分されると。府も府立高校を４つのグループに分けて、事実上トップとされるサイエ

ンスネットワークの高校には、平均 100 万円を配分する。こうして各高校の役割を分け

て格差を持ち込んできたことが、いわゆる人気校や進学率の大きな差に反映していま

す。府立の高校にこんな格差をつけるやり方がいいのかどうか、府民的議論、検証すべ

きと考えます。 

今、子どもの貧困、格差の拡大が社会問題になっています。今日、公教育に求められ 

るのは、格差を縮小し、貧困に苦しむ子どもをなくし、どの子もお金の心配なく高校へ

行ける、またどの高校に行っても等しく豊かな教育が受けられるように教育権を保障す

ることであり、公教育の役割は大きいと考えます。ところが、府教育委員会のやり方は、

特色化の一方でこの間、定時制・通信制の統廃合や、また教員でも非常勤が増えている。

さらに、学校管理運営費も縮減されてきております。現場では、私の地元の高校でも、

手を挙げても老朽校舎の改修はなかなか予算がつかないという声もお聞きしておりま

す。府教育委員会は、特色化によって生徒や保護者の行きたい高校選びを進めているん

だと説明されますけれども、実際起こっていることというのは、学校間格差がつくられ、

人気校の一方、不人気校が生み出され、そのツールのように扱われる入試制度は非常に

複雑で、結局子どもたちも親も、また地域も、高校改革に振り回され不安を募らせるば

かり、これが今、学校現場、特に小学校、中学校などで起きていることだと感じており

ます。 

委員会では他委員からも、学校間格差が地域やまちづくりにも大問題を来していると 

いう厳しい指摘もありましたが、これまでの府教育委員会の府立高校改革の行き詰まり

のあらわれだと感じております。今こそ、特色化などこれまでの府立高校改革を総括し、

転換し、高校に行きたいという意思のあるどの子の願いにも応え、どの地域、どの府立

高校でも一人一人の生徒が能力・個性を伸ばせるように、府立高校の在り方を見直すべ

きです。特に、北部や口丹でも、統廃合ありきで強引にやるということはあってはなら

ず、府民的な議論と検証を求めるものです。 

 最後、３点目に、文化財保護、特に未指定文化財の保存・修復についてです。指定さ

れている文化財だけではなくて、未指定の文化財も保存の補助を行うという本府独自の

制度というのは、昭和 37 年蜷川民主府政時代に始まり、継承され、現在も都道府県レ

ベルでは本府にしかないとお聞きしております。この間、平成 20 年からはふるさと納

税の基金事業となり、もう一つ、社寺などへも歴史的建造物等保存伝承事業の補助もあ

り、合わせて毎年１億円くらいの規模でやってこられたと承知しておりますけれども、

実はこの間、財源の一つである緑と文化の基金の原資がどんどん取り崩され、未指定文

化財の保護事業が今後存続できるのかどうかと私は非常に心配をしているところです。

緑と文化の基金の運用では、新総合資料館整備につぎ込まれるなどしており、本来のあ
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り方から外れた使い方についても問題があると考えます。むしろ、文化財保護というこ

とではこの基金との関係では本来の目的に合致したものだろうと思いますけれども、い

ずれにしても、本府ならではの、未指定文化財でも保護をしていくという事業は非常に

重要だと思うんですね。他方、文化庁移転などのあおりを食って、かえってこの事業が

縮小してしまうとかということがくれぐれもないように、未指定・指定の文化財ともに、

ぜひ、一層の保全の取り組みの充実を最後に求めて終わりたいと思います。 

本当に１年間ありがとうございました。 

 

 

 

 

平井委員長、四方、菅谷副委員長、そして委員の

皆様、また理事者の皆様、事務局の皆様、１年間大

変にお世話になりましてありがとうございました。

今、るる皆様のほうから御意見がございましたの

で、私のほうからは端的にお話をさせていただきた

いと思います。 

管内・管外調査ではいろいろなところを勉強させ 

ていただきまして、教育の先進事例もさまざまに見

させていただいたわけでありますけれども、今、本

当に子どもたちを取り巻く環境というのは非常に

厳しいなということが実感であります。そしてまた、社会のひずみというのがやっぱり

弱者のほうにあらわれていく、子どもを取り巻く環境が本当に厳しいということは、今

の日本の社会のさまざまなひずみではないかなと実感しているところでもあります。そ

ういった中で、子どもたちの生きる力でありますとか、また社会を本当に開いていく力、

そういうものが教育の中にはあるんだなということも実感しております。いろいろな考

え方がございまして、こういった社会を開くための教育を子どもにというふうに思われ

ることももちろんあるとは思いますけれども、子どもたちが本当に生きる力をつけられ

るような教育を受けられる社会をしっかりとつくっていきたいなと実感しているとこ

ろでございます。 

また、今、様々な御意見がありました府立高校の在り方についてでございますけれど 

も、私は、清明高校の取り組み等、府の教育委員会の皆さんが、子どもたちの教育の機

会均等といったことを考えていろいろな形で取り組みをされていることについては、本

当に感謝申し上げる次第でございます。そして、清明高校の取り組みの中で、不登校の

子どもさん、また親御さんにとっては希望になっているところも非常にあります。公立

高校でここまでやってくれるのかというお声もお伺いしていますことを、付け加えさせ

ていただきます。 

子どもたちが本当に生きる力をつけ、また社会の中で伸び伸びと暮らせるような、そ 

諸岡 美津 委員（公明／京都市右京区） 
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ういった社会になるように私も頑張っていきたいと思いますし、府の教育委員会の皆様

も、少ない予算の中でさまざまな形で尽力していただいているわけでございますので、

ともどもに、いろんな形で子どもたちが頑張って生きていけるようなことの取り組みを

させていただきたいと改めて申し述べたいと思います。 

 そして、先ほどもお話がありましたように、３月に文化庁移転が決まりました。京都

は省庁移転にいろいろなことで取り組んできたわけでありますけれども、全国で京都に

だけ文化庁が移転になるということで、地方創生を京都がモデルになってやっていく、

そういった責任があるんだなということを改めて実感させていただいているところで

あります。それはとりもなおさず、これまで京都府民の皆さんの文化を育んでこられた、

また文化・伝統等を築いてこられた、そういったお力があったからこそのこの文化庁移

転だというふうにも考えていますので、府民の皆様ともども、日本文化が京都からしっ

かりと発信できるような、また地方創生のモデルとなる京都になれるような、日本だけ

ではなく世界に発信できるような形でお取り組みをお願いいたしまして、私の要望、ま

とめとさせていただきます。 

大変ありがとうございました。 

 

 

 

 

平井委員長、また四方、菅谷両副委員長を初め

委員の皆様方、そして理事者の皆様に大変お世話

になりまして、心から御礼を申し上げたいと思い

ます。 

私が一番印象に残っているのは、閉会中の委員

会活動であったのではないかなと思っておりま

す。参考人制度を積極的に活用されまして、学識

経験者を初めとする専門的知見を有する方の意見

をお聞きしてまいりました。それを振り返ってみ

ますと、生徒減少期における府立高校の在り方に 

ついて、東京オリンピック・パラリンピックに向けたスポーツ振興策について、また子

どもの貧困対策について、そして京都府の私学の現状と府の支援策・課題についてとい

うことであったと思います。これについても、積極的に意見交換が行うことができたと

思っておりまして、そういった意味においても、正副委員長のこのお取り組みには敬意

を表したいと思います。 

その中において、先ほど来スタジアムの話が出ておりましたけれども、京都府がここ 

だと決めた以上は、やはり一日も早い建設をするべきだという思いを私は持っておりま

すので、この点については積極的にお取り組みをいただきたいと思っております。また、

スポーツ施設を見ておりましても、まだまだこれから京都府に必要な施設がいろいろあ

村田 正治 委員（自民／宇治市及び久世郡） 
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るわけでございます。こういった意味においても、前向きに検討していただきたいとい

う思いを持っておりますので、これについてもお願いしておきます。 

また、私学についても、先ほど来いろいろお話がございましたけれども、やはり全国 

のトップレベルだというふうに言っておられる以上は、あんしん修学支援事業も続けて

やっていただきたいし、またそういったいろいろな諸施策についても、積極的にお取り

組みをいただきたいという思いを伝えておきたいと思っております。 

もう１点でございますが、先般新聞を見ておりましたら、高校に期日前投票所が設置 

されると書かれておりました。夏の参議院選挙から選挙権が 18歳以上に拡大するに伴っ

て、木津川市選挙管理委員会が府立木津高校と府立南陽高校の校内に設置されるという

内容であったと思っておりますけれども、主権者教育の立場からできる限り若い世代に

選挙を身近にしたいとの思いがあるようでございます。こういったことは大変よい取り

組みだという思いを持っております。教育委員会としても、今後の課題はいろいろあろ

うかと思いますが、積極的なお取り組みについてもお願いをしたいと思います。本当に

１日が良いのか、数日やっても良いのかなというような思いを持ちます。いろいろ課題

はあろうかと思いますけれども、こういったことについては積極的にお取り組みをお願

いしておきたいと思います。 

そこで、私自身も今までから主権者教育については教育長にもいろいろお答えをいた 

だいてはいましたし、ここでもう一回申そうとは思いませんので、この新聞報道による、

今後の高校における期日前投票の取り組みについての御意見をお聞かせいただきたい

と思います。これをお伺いして、私のまとめとさせていただきます。 

いろいろお世話になりました。 

 

○小田垣教育長 

 村田委員の御質問でございますけれども、主権者教育につきまして、この４月に主権者教育の手引

きを高等学校向けに配布いたしました。その中に、より選挙を身近に子どもたちが感じられるように

ということで、具体的に、選挙管理委員会と連携した投票所の設置も実際の項目として含めておりま

す。そういう意味で、今回の木津川市の選挙管理委員会との連携といいますか、協働の取り組みにつ

きましては、今後、府下のさまざまな地域に広がっていく可能性があるというふうに思っています。

いずれにしましても、参政権といいますのは基本的人権の重要な要素でございますので、みんなのこ

とはみんなで決めるという意識・行動を小学校から順に積み重ねて、具体的な投票行動につなげたい

と思っております。 

以上でございます。 
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この１年、正副委員長、そして委員の皆さん、理

事者の皆さんには本当にお世話になりました。あり

がとうございました。私のほうからは、３点ほど発

言をさせていただきたいと思います。 

１点目は、教育予算をふやして教職員定数を拡充

することの重要性の問題です。学校では、いじめや

校内暴力の深刻化、過去最高水準にある不登校、貧

困と格差の広がりなど、さまざまな要因で手厚いケ

アが必要な子どもが増えております。現行の１学級

40 人では学級運営が大変であるということは、校

長、教職員、教育委員会、ＰＴＡ関係者などが一致 

して認めておられます。政府の意見募集でも、望ましい学級規模として 30 人以下を挙

げた保護者が約８割に及んでおります。昨年 11 月の第２回京都府総合教育会議で上原

委員、安藤委員は、学校での個人懇談や授業参観の経験、海外短期留学の高校生との話

などから、「35 人を先生１人で見るという状態は一人一人を見られていないような気が

する」と、「35 人学級を続けてほしい」と述べられていました。子どもたちをめぐる課

題の解決へ、全ての学年での 35 人学級の実施はもはや一刻の猶予も許されないと思い

ます。国の制度として、教育予算を増やして小中学校の全学年で少人数学級を実現して

いただくよう、強く求めるものでございます。 

また、３月の常任委員会でも紹介しましたけれども、小学校では京都市を除く府内の 

３年生から６年生の学級数合計が 1,614 学級、そのうち 36 人以上の学級数は 79 学級、

率で 4.8％となっていることをお示ししましたけれども、小学校で３年生から６年生で

30 人程度の学級編制、中学校で 35 人を超える学級規模の解消が可能な教員の配置とい

うふうにされている今の京都式少人数教育のもとで、35 人学級の実現は十分可能な課題

であると思います。少人数学級編制を基本に据えた取り組みへの転換を、まず強く求め

ておきたいと思います。 

２点目に、府立高校の在り方検討、特別支援学校についてであります。京都の府立高 

校における問題は、大学進学に特化した普通科系専門学科など特別な学校づくりによっ

て、先ほど成宮委員からも紹介がありましたけれども、予算の配分から教職員の配置な

ど教育条件に歴然とした格差をつくり、全国ではその矛盾の大きさに見直されてきた複

数回入試制度を３年も続けている、新たな競争と選別の仕組みを拡大しているというと

ころに問題があると考えます。高校に序列や格差ができることを子どもや保護者が歓迎

しているのか、近くの高校がなくなり、近くの高校に行けないことで遠距離通学と不本

意入学が増えるのではないか、今、高校の在り方が問われていると思います。そこで、

北部地域での高校再編は、地域の衰退にもかかわる重要問題でもあります。教育委員会

本庄 孝夫 委員（共産／京都市山科区） 



          

 

- 99 - 

委員会活動のまとめ Ⅱ 

が進めようとしている特色づくりと役割分担論によって、１つは進学校づくり、２つは

職業専門学科づくり、３つは部活動を行う学校づくり、４つはフレックス高校、こうい

う分類でこれまでの地域に根差した高校がまさに潰されようとしているというふうに

思います。地域における最高学府としての府立高校に求められる在り方は、１つは、地

域が持続的に発展するためにはそれぞれの地元市町に高校が必要。２つは、子どもが減

る今こそ、高校も少人数できめ細かな教育を。３つは、どの高校にも普通科を置き、生

徒たちに３年間かけてじっくり進路を考えさせる。４つは、支援の必要な生徒のために

少人数で丁寧に教えられる教育環境の整備。５つは、通学費、通学時間の負担を少なく。

６つは、急いで決定せず、子ども・保護者・住民自身が十分な時間をかけて議論できる

だけの期間を保障することが求められていると思います。子どもたちに、格差のない、

豊かな高校教育の保障をあわせて強く求めます。 

特別支援学校については、大規模・過密の南山城支援学校の解消で新たに特別支援学 

校の建設が進められております。この４月から障害者差別解消法が施行されたもとで、

開校までの過密等の対策について、分校・分教室等の設置はこの４月は見送られました

けれども、合理的配慮を提供するという視点から、今後の見通し、学校現場の意向など

を踏まえた、来年度での積極的な対応を求めておきます。また、向日が丘、与謝の海支

援学校などの老朽化対策の問題では、教育委員会は向日が丘支援学校の建てかえ計画を

打ち出されました。あわせて、学校現場から強く要望されている与謝の海支援学校の早

期の建てかえ計画策定を強く求めておきます。 

３点目は、文化財保護の計画と後継者の育成についてであります。２月の出前議会で 

は、文化財保護関係者から文化財保護に係る日ごろの取り組みや御意見を伺い、文化財

修理には経験と知識、材料、そして確かな技術が必要であり、そのための資金の確保、

後継者不足の問題が明らかにされました。例えば国産の漆では、漆の木の栽培はもちろ

ん、漆の木から樹液を採取する漆搔きをなりわいとする「搔き子」という職人も減って

おります。日本産漆と職人によって楽しく彩られた文化財のストーリーが、観光などに

訪れた人たちを魅了することは間違いないと思います。 

 ところが、日本の文化財予算は、大規模工事が全予算の大半を占めるという特化した

配分となっております。文化財の価値を引き出すため、長期の修繕計画を立てて、それ

をよい状態に保つということが非常に大事ではないかと思います。また、神社仏閣では、

細やかな造形美や、そこに込められた精神世界の奥深さを知ることができるわけですが、

しかし全てとは言いませんが、畳が古く、ふすま・障子を外して、本来あるべき調度品

もお花もない、中を拝観してもそこで何が行われ、どのように使われてきたのかわから

ず、文化財の価値を知らせる努力がまだまだ不十分ではないかというふうに思います。

そのために、文化財の修復などの際には、投資効果を高めるための環境整備、解説など

専門的な役割を担い価値を深めるための必要な体制と援助が必要であると思います。ま

た、後継者育成の問題では、日本の職人技を伝承する技能士の育成をそれぞれの分野で

位置づけていく、それが青年や若者の雇用確保とも結びつけることになるのではないか

と思います。そのためには、やっぱり日本の経済規模に見合った文化財予算の確保が求
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められると思います。なかなか日の当たらない文化財の関係者の皆さんの出前議会での

お話には非常に感銘を受けました。担当者の皆さん方の御苦労に敬意を表しておきたい

と思います。 

ありがとうございました。 

 

 

 

 

１年間、大変お世話になり、ありがとうございま

した。特に平井委員長の采配、また委員各位、理事

者の皆様方の御協力で円滑な運営ができたことを

本当にうれしく思います。 

 もう既に多くの委員がおっしゃっていますし、ま

た私の意見につきましては、常任委員会のたびにい

ろいろ申し上げていましたので、詳しく申し上げる

ことは避けたいと思いますけれども、数点だけ少し

お願いしておきたいと思います。 

一つは、先ほど委員からもお話がありましたけれ 

ども、やっぱり子どもの貧困の問題、格差の問題です。これは、子ども自体が貧困なの

ではなくて、子どもが貧困な状態になってしまっている。問題があるのは、やっぱりそ

の家庭とか親だと思うんです。親の経済的な貧困、あるいは今よく言われているのが、

世帯的には経済的に豊かなんだけれども、子どもが貧困な状態になっている。これは親

の精神的貧困から来るものだと。こういういろんな形の貧困の問題が、子どもの貧困と

いう形で現象としてあらわれてしまっているのであろうと思います。それを考えたとき

に、当然子どもは親を選ぶことはできないし、生まれてくる環境を選ぶことはできない。

でも、どんな環境に生まれても、頑張ったらそれを乗り越えていける社会をつくってい

かないといけないわけですね。それを用意できるのはやっぱり大人社会だと思います。

そうすると、子どもの環境いかんを問わず、やっぱり大人社会がしっかりとしたセーフ

ティネットを張りながら、子どもがしっかりと自分で頑張っていったらそれを克服して

いけるような社会の構築こそが一番大事なんではないかなと僕は思うんです。 

それを考えたときに、やはり学校というプラットフォームを中心として、これはもう 

部局横断的に取り組んでいかなければならない問題であるはずなんです。そうすると、

本来は教育委員会は学校教育を中心に考えればよかったんでしょうけれども、だんだん

社会が複雑化して多様化してきていろいろな問題が噴出してくると、なかなかそうもい

かなくなってきて、福祉的な見地とか、あるいは地域政策的な見地も必要になってくる

し、いろいろなことを求められてくるんですけれども、これに対応していくのは我々の

英知だと思います。だから、そこを踏まえて、ぜひお取り組みをこれからもお願いした

いと思います。 

菅谷 寛志 副委員長（自民／京都市山科区） 
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そしてもう一つは、2020 年のオリンピック・パラリンピックに向けて文化フェアも

やっていく、いろいろな仕掛けをしていく。これはせっかくの機会ですので、この機会

を捉えていろいろな仕掛けをつくっていっていただきたい。国もＢＥＹＯＮＤ2020 とい

うのをやっていますけれども、これを契機にどう未来につなげていくのか、これを考え

ていかないといけないと思うんです。オリンピックに向けてだけいろいろな組み立てを

するのではなくて、その先を見据えた施策の展開が必要だろうと僕は思っております。

例えば身近な例でいきますと、最近、僕らの周りにいるおじいちゃん、おばあちゃんが、

オリンピック・パラリンピックで外国人の観光客がたくさん来るよねと。今でも京都に

たくさん外国人が見えています。バス停でバスを待っていると、英語で「何番のバスに

乗ったら清水寺へ行けるのや」と聞かれると。でも、もうそれに答えられなくてそこか

ら逃げてしまうと。「ひょっとしたら、我々ももう一回そのぐらいのことは英語で言え

るようにならなあかんのちゃうんやろか、それならそんな教室、どこかにないんかな」

とか、そういうことをおっしゃる高齢者の方も出てきたんです。これはすごくいいこと

だと僕は思います。こういうオリンピック・パラリンピックなどを契機として、そうい

ういろいろな展開がやっぱり考えられると思うんです。そういうことをぜひ、またお取

り組みをいただきたいと思います。 

 これは、教育委員会も文化スポーツ部もそうなんですけれども、行政が政策立案する

ときに一番必要なのは想像力だと思うんですよ。想像力を働かせて政策立案していかな

いと、手詰まりになってしまう。いろいろな問題がやっぱり今、出てきているんです。

そのときに必要なのはやっぱり想像力。想像力を働かせて、想像力を持って政策立案を

していただきたい。これは全ての部局にいえると僕は思うんですけれども、ぜひ、その

ことを頭のどこかに置いていただいて、これからも御尽力をいただきますようにお願い

申し上げます。 

以上です。 

 

 

 

 

１年間お世話になりまして、ありがとうござい

ました。平井委員長、また菅谷副委員長、そして

委員の皆さん、理事者の皆さんに大変いろいろな

ことを教えていただきまして、本当にありがとう

ございました。 

私はこの文化・教育常任委員会は初めて所属さ 

せていただいたんですが、この委員会で議論され

る文化・スポーツ・教育というのは、まさに人づ

くりといったことにかかわることでして、人づく

りというのはやはり国づくりとか、まちづくりと

四方 源太郎 副委員長（自民／綾部市） 
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かといったことの根幹の部分になって、大変重要な委員会であるなということを感じな

がら１年間過ごさせていただきました。 

まちづくりという意味では、スポーツにしても文化にしても教育にしても、やっぱり 

地元の住民の方とか地域の住民の方、また地元自治体のいろいろなまちづくりの方針、

考え方と、京都府のやっていくことが合致して進められていくというのが、大変大事だ

と思っております。ここで何度も申し上げてきました府立高校の問題についても、中丹

についていえば中丹３市の中のバランスというものを――若い人は教育というのに関

心があります。どこに住むかというときに、やはり保育であるとか教育といったことを

念頭に置いて住む場所を探したりということがあるんで、どこの町も今、人口を増やし

たいし、特に若い人口を増やしたいという取り組みをやっていますので、その都市間の

競争という意味において、教育の部分で余り差がついてしまうとそれがやりにくくなる

という点があるんで、ぜひそういう点については今後、御配慮をお願いしたいと思いま

す。 

あと、サッカースタジアムのことも先ほどからずっといろいろな議論がありましたが、 

これもやはり、地元の自治体であるとか住民の皆さんの意向というのをしっかり考えて

進めていただきたいと思っております。 

アユモドキの問題というのは大きな問題としてあるわけですが、アユモドキを保全し 

てこられたのも地元の皆さんであって、今後、この保全をしていかれるのもまた地元の

皆さんなんです。世界とか日本のいろいろな団体の方々がいろいろなことをおっしゃっ

てきているみたいですけれども、では、その人たちが本当にお金も出して、手も出して、

保全にこれから取り組んでいくというのなら、それは私は結構だと思います。亀岡市が

またそういう世界のお金を使って、亀岡市のまちづくりをしっかり考えてもらえるとい

うのなら、亀岡市の人たちとしっかり考えてもらえたら別にいいと思うんですが、やは

りそれは亀岡市のまちと京都府とが二者で考えてやり始めたので、そこのところはしっ

かり両者でやっていかなければならないと私は思います。 

そういう意味で、京都の北中部というのは、アユモドキが残るぐらい実際は開発がお 

くれていた地域なんです。その北中部の玄関口である亀岡市にスタジアムをつくって、

北中部の一つの起爆剤にしようという北中部のまちづくりの一環でもあるわけなんで、

北部の議員として私は、そういった根本的なところを、途中の段階で余り責任、責任と

いうことを先に押し出してやらずに、原点としてはそういうところからこの話はスター

トしたんだということと、あとは亀岡市の地元の皆さん方がどう考えられるか、地元の

首長さんがどう考えられるか、議会がどう考えられるかというところをしっかり話し合

いしていただいて、そして自信を持って府議会に京都府として提案をしていただきたい

と思います。 

 今後もいろいろなことでお世話になりますけれども、どうぞよろしくお願いします。

ありがとうございました。 
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それでは閉会に当たり、私からも一言、御挨拶を

申し上げたいと思います。 

まずは、四方、菅谷両副委員長、本当にありがと

うございました。そして、委員の皆さんにも進行に

御協力いただきましてありがとうございます。特に

理事者の皆さんにおかれましては、私たちの運営に

対して御協力をいただき感謝申し上げます。 

１年間を振り返ってみますと、特に文化スポーツ

部については組織改編が行われる中で、文化芸術に

加えましてスポーツを全面に出されまして、今後、

スポーツ王国・京都をさらに推進いただくというこ

とでは、例えば島津アリーナの女子バレーボールの

国際大会の誘致がかなうような形での推進であった

り、北山文化環境ゾーンのように文化芸術をさらに

進めていく、その取り組みもよろしくお願いしたい

と思います。 

あわせまして教育の問題でありますけれども、特に委員の皆さんから御意見をいただ

いたところは省きますと、少し気になるのが、やはり子どもたちの薬物の問題です。こ

れがちょうど今期中に起こったということで、私たちは重大な事件だと思っておりま

す。もちろん、子どもたちの事件でありますから、多方面の御協力をいただきながら根

絶に向けなければならないと思っておりますので、さらなる取り組みをお願いしたいと

思います。 

あわせて、子どもの貧困対策のように、子どもたちの教育の底上げというところでは、

京都府はしっかり取り組んでいただいているんですけれども、これも次年度も、大きな

柱の一つとして取り組んでいただきたいと思っております。 

また、私学教育においても、京都はすばらしい取り組みをしております。しかし、単

費での財源を今後もどう捻出できるかという主眼をさらにお持ちいただきまして、全て

の子どもたちに高校教育、あるいはさらに高等教育が進むような条件づくりをお願いし

たいと思います。 

最後に、私が委員長をさせていただきました間、特に開会中の委員会、そして閉会中

の委員会、あるいは管内外調査においてもかなり詰め込みをさせていただき、委員の皆

さんに本当に御迷惑をおかけしたと思いますけれども、そのような取り組みをさせてい

ただいた皆さんの御努力と御理解に感謝申し上げます。最後になりましたが、事務局の

皆さんにも本当にお世話になりました。大変簡単ではございますけれども、私から最後

の御挨拶とさせていただきたいと思います。 

平井 斉己 委員長（民進／京都市北区） 
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 委員の皆さん、そして理事者の皆様におかれましては、今後ともお体には十分御留意

をされ、さらなる活動を推進していただくことをお願い申し上げまして、閉会とさせて

いただきたいと思います。 

ありがとうございました。 
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文教常任委員会 管内外調査等実施状況 
 
１ 管内調査 
 

年 年 月 日 調 査 先 及 び 調 査 事 項 

２４ 
 

２４． ６．１５  京都文化博物館特別展平清盛開会式（行催事等委員会調査） 

２４． ７．１４ 
 

 京都府立医科大学創立140周年記念事業大学門改築整備事業竣工
 披露式典（行催事等委員会調査） 

２４． ７．２６ 
 
 
 
 
 

 凌風学園（京都市立凌風小・中学校） 
・小中一貫教育の取組について 
 亀岡市教育委員会 
・学校安全対策等について 
 京都府立園部高等学校・附属中学校 
 ・府立園部高等学校・附属中学校の概要について 

２４． ８．２４  第60回日本ＰＴＡ全国研究大会京都大会（行催事等委員会調査） 

２４．１０．２８ 
 

 第35回京都府民総合体育大会オープニングフェスティバル 
（行催事等委員会調査） 

２４．１１． ３ 
 

 植物園お茶といけばなの祭典2012オープニングセレモニー 
 （行催事等委員会調査） 

２４．１１． ６ 
 

世界遺産条約採択40周年記念事業京都実行委員会主催歓迎レセ
 プション（行催事等委員会調査） 

２４．１１．１７ 京都府立医科大学創立140周年記念式典（行催事等委員会調査） 

２４．１１．２６ 
 

 京都府立植物園 
 ・同園の概要について 

２５． ２． ４ 
 
 

 出前議会（於：京都府山城広域振興局 乙訓総合庁舎） 
・安心・安全な教育環境を目指して 
 ～学校・家庭・地域の連携で子どもたちを守る～ 

２５． ２． ８ 日本画こころの京都開会式・特別鑑賞会（行催事等委員会調査） 

２５． ３．３０ 
 

 京都府立医科大学附属北部医療センター開設記念式典 
（行催事等委員会調査） 

２５． ４． ３  京都府立医科大学平成25年度入学式（行催事等委員会調査） 

２５． ４． ４ 京都府立大学平成25年度入学式（行催事等委員会調査） 

２５． ４．１１ 
 

 京都府立堂本印象美術館リニューアルオープン記念展覧会 開会
 式（行催事等委員会調査） 

２５ 

２５． ７．２５ 

 京都スタジアム（仮称）建設予定地［於：南丹広域振興局］ 
・京都スタジアム（仮称）建設予定地について  
 京都府立須知高等学校 
・同校における校種間（小・高・大）連携の取組について 
 京都府立ゼミナールハウス 
 ・同施設の概要について 

２５． ８． ３ 
 京都府立植物園 昼夜逆転室・高山植物室 オープニング・セレ

  モニー（行催事等委員会調査） 

２６． １．３０ 第32回京都府文化賞懇談会（行催事等委員会調査） 
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２５ 
 

２６． ３．２４  平成25年度京都府立大学学位授与式（行催事等委員会調査） 

２６． ３．２５ 
 京都府立ゼミナールハウス整備工事完成披露式典（行催事等委員

 会調査） 

２６． ４． ３  平成26年度京都府立医科大学入学式（行催事等委員会調査） 

２６． ４． ４  平成26年度京都府立大学入学式（行催事等委員会調査） 

２６． ４．２６  山城総合運動公園弓道場竣工式（行催事等委員会調査） 

２６． ４．２８ 
 京都府立海洋高等学校実習船「みずなぎ」竣工式（行催事等委員

 会調査） 

２６ 
 

２６． ７．１４ 

 京都府立田辺高等学校 
・同校の概要について  
 京都府立城陽支援学校 
・同校の概要について 
 立命館宇治中学校・高等学校 
 ・同校のグローバル人材育成の取組について 

２６．１１． ７ 
 出前議会（於：京都府中丹広域振興局 舞鶴総合庁舎） 
・いきいきと学べる教育環境をめざして 
 ～不登校問題と子どもの居場所づくり～ 

２7． ２． ６ 第33回京都府文化賞懇談会（行催事等委員会調査） 

２7． ３．２４ 平成26年度京都府立大学学位授与式（行催事等委員会調査） 

２7． ４． ３  平成27年度京都府立大学入学式（行催事等委員会調査） 

２7． ４． ７  平成27年度京都府立医科大学入学式（行催事等委員会調査） 

２7． ４．２７ 
 京都府立山城総合運動公園陸上競技場「スタンド上屋(屋根)」･

 「夜間照明設備」工事竣工式（行催時等委員会調査） 
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２ 管外調査 
 

年 年 月 日 調 査 先 及 び 調 査 事 項 

２４ 

２４．１０．１６ 
～１７ 

（事前調査   
１０．１５） 

 
 
 
 

 東京都教育委員会〔於：東京都立練馬工業高等学校〕 
・都立高校改革について 
・都立練馬工業高等学校の概要について 
 厚木市立清水小学校 
・セーフスクールへの取組について 
 特定非営利活動法人湘南ＤＶサポートセンター〔於：藤沢市市民

 活動推進センター〕 
・いじめ防止対策への取組について 

２５． １．２２ 
～２３ 

（事前調査   
１．２１） 

 
 

 神戸市役所〔於：デザイン・クリエイティブセンター神戸〕 
・文化創生都市推進の取組について 
 北九州芸術劇場 
・地域文化創造の取組と同劇場の役割等について 
 福岡共同公文書館 
・同館の概要について 

２５ 

２５．１１．１４ 
～１５ 

（事前調査   
１１．１３） 

 

 横浜市立北綱島小学校 
・生き抜く力を育てる防災教育について 
 神奈川県議会 
・シチズンシップ教育の取組について 
 駒場運動公園 
・スポーツ振興とまちづくりの取組について 

２６． １．２２ 
～２４ 

（事前調査   
１．１６） 

 

 兵庫県議会 
・地域に学ぶ「トライやる・ウィーク」について 
 美波町立伊座利校（伊座利小学校・由岐中学校伊座利分校） 
・学校と地域の活性化の取組について 
 香川県議会 

 ・瀬戸内国際芸術祭について 
 広島県立生涯学習センター 
・放課後子ども教室推進の取組について 
 萩博物館 
・まちじゅう博物館の取組について 

２６ 

２６．１１．１０ 
～１２ 

 

 公立大学法人 福岡県立大学 
・不登校・ひきこもりサポートセンターの概要について 
 熊本県議会 
・いじめを許さない学校・学級づくりの取組について 
 熊本県立熊本かがやきの森支援学校〔於：熊本県議会〕 

 ・熊本県の特別支援教育について 
 高森町教育委員会〔於：高森町立高森中学校〕 
・ＩＣＴを利用した教育について 
 九州歴史資料館 
・同館の概要について 
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２７． １．２１ 
～２２ 

（事前調査   
１．１５） 

 

 兵庫県立考古博物館 
・参加体験型の博物館の取組について 
 鞆の津ミュージアム 
・同館の概要について 
 広島県立広島中学校・広島高等学校 
・ことばの教育の推進について 
 岡山県青少年教育センター閑谷学校 
・歴史文化財を生かした体験学習の取組について 
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文化・教育常任委員会 管内外調査等実施状況 
 
１ 管内調査 
 

 
 
  

２７ 

２７． ６． ２  京都府立清明高等学校竣工式（行催事等委員会調査） 

２７． ７．１６ 

 京都府立農芸高等学校 
・同校の概要について  
 京都市立西京高等学校・同校附属中学校 
・同校の概要について 
 京都府立植物園 
・北山文化環境ゾーンの整備について 

２７．１２．２０ 
 第４回全国高校生伝統文化フェスティバル 
（行催事等委員会調査） 

２8． ２． ９  第34回京都府文化賞懇談会（行催事等委員会調査） 

２８． ２．１２ 
 
 

 出前議会（於：仁和寺 御室会館） 
・文化財の保護と活用について～貴重な文化遺産を後世に残し、
日本文化を世界に発信するために～ 

２8． ４． ６  平成28年度京都府立大学入学式（行催事等委員会調査） 

２8． ４． ７  平成28年度京都府立医科大学入学式（行催事等委員会調査） 
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２ 管外調査 
 

２７ 

２７．１１．１０ 
～１１ 

 

 愛知県立大学 
・魅力のある大学づくりについて 
 名古屋大学教育学部附属中学校・高等学校 
・同校の概要について 
 静岡県立大学 

 ・ムセイオン静岡の取組について 
 一般社団法人静岡学習支援ネットワーク〔於：静岡県立大学〕 
・子どもの貧困対策への取組について 
 静岡県コンベンションアーツセンター（グランシップ） 
・同センターの文化振興の取組について 

２８． １．１９ 
～２１ 

 

 川崎市立はるひ野小中学校 
・小中一貫教育に適した学校施設について 
 東京都立小石川中等教育学校 
・同校の概要について 
 三鷹市星と森と絵本の家 
・子どもたちが豊かに成長する地域文化創造のための取組につい
て 
 東京国立博物館 
・同博物館の概要について 
 横浜市立東山田中学校 
・学校と地域をむすぶ取組について 
 横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等学校 
・サイエンスエリートを育成するための取組について 
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